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今週のキーワード

宇宙経済加速
商業化、深宇宙探査、AI統合が牽引

27
件

記事数

7
カ国

対象国

1.8兆
ドル

宇宙経済

35
回

ロケット再利用

今週の全27記事 ― 5軸評価で読むべき記事を選ぶ
各列の見方 ― 技術新規性：ブレークスルー度合い 実用化距離：製品として使える近さ 市場インパクト：業界全体への影響規模
データ信頼性：定量データ・査読の有無 日本関連度：日本の企業・サプライチェーンとの直接的関連性

# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#01 JAXA H3ロケット成功 製品発表
●●●○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

●

JAXA新型H3ロケット30型が小型衛星6基の打ち上げ
に成功。低コスト化と信頼性向上で日本の宇宙輸送能
力を強化し、MMXミッションへ貢献。

#02
NASAジョンソン近代
化

企業戦略
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○

NASAがジョンソン宇宙センターに3億ドルを投じ近代
化契約を締結。エネルギー効率向上とインフラ整備で
アルテミス計画を支援。

#03 Apex衛星製造資金調達 企業戦略
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

Apexが2億ドル超を資金調達し評価額23億ドルに。大
量生産衛星製造拠点を拡大し、コンステレーション需
要に対応。

#04
米宇宙軍、商業技術統
合

政策発表
●●○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
米下院が宇宙軍に商業宇宙技術の統合加速を要求。防
衛能力強化のため、民間技術の調達を義務付け。

#05
Mantis
Space宇宙電力網

新技術発
表

●●●●
●

●●○○
○

●●●●
●

●●●○
○

●●●○
○

Mantis Spaceが4300万ドルを調達し、宇宙初のレー
ザー無線給電網を構築へ。MEOで太陽エネルギーを収
集し衛星に電力供給。

#06
NASAアルテミスIII乗
組員

ミッショ
ン発表

●●○○
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●●
○

NASAが2027年アルテミスIII乗組員を発表。地球軌
道で民間月着陸機とのドッキングテストを実施し、月
帰還を加速。

#07
NASA月面基地ミッシ
ョン

ミッショ
ン発表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●●
○

NASAが月面基地初期ミッションを発表。Astrolabら
と提携し、ISRUと核動力を推進。月面居住と科学探
査の基盤を構築。

#08 微小重力バイオ・材料 学術論文
●●●●

●
●●○○

○
●●●●

○
●●●●

●
●●●○

○

微小重力下でのバイオ製造・材料科学研究が加速。微
生物の栄養吸収メカニズム解明、植物からの医薬品生
産、特殊半導体製造で革新的成果。

#09
宇宙経済1.8兆ドル予
測

市場概観
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○

世界経済フォーラムが2035年までに1.8兆ドル規模の
宇宙経済を予測。接続性、国家主権、商業イノベーシ
ョンが成長を牽引。

#10
米宇宙商業局、規制緩
和

政策発表
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

米宇宙商業局が商業宇宙活動の認可プロセスに関する
最新提案を公表。規制の透明性と効率性を向上させ、
イノベーションを促進。

#11 カナダ宇宙法制の欠如 政策提言
●○○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●○

○
●●●○

○

カナダの商業宇宙法制の欠如が投資を阻害。政府が「
アンカーテナンシー」を導入し、宇宙経済育成を急務
と提言。

#12
インドAIスター・トラ
ッカー

新製品開
発

●●●○
○

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

インドのTakeMe2SpaceがAI搭載スター・トラッカー
開発資金を獲得。国産化で輸入依存を低減し、インド
宇宙技術エコシステムを強化。
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# 記事タイトル 種別 技術
新規性

実用化
距離

市場
インパクト

データ
信頼性

日本
関連度 一行サマリ

#13 ヒト宇宙飛行反応解析 学術論文
●●●●

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○

商業宇宙ミッションAx-2/Ax-3のマルチオミクス解析
で、ヒトの初期宇宙飛行反応を解明。将来の宇宙旅行
の健康リスク軽減に貢献。

#14
米商工会議所、商業宇
宙

政策提言
●○○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

米商工会議所が国防総省の商業宇宙サービス直接アク
セス拡大を支持。国家安全保障強化と商業宇宙産業の
成長を促進。

#15
Coral Capital
Anduril投資

企業戦略
●●○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

●

Coral CapitalがAndurilの50億ドル資金調達に参加。
日米同盟強化と日本の宇宙・防衛深層技術スタートア
ップを後押し。

#16 微小重力スマート表面 学術論文
●●●●

●
●○○○

○
●●●○

○
●●●●

●
●●○○

○

トゥエンテ大学が微小重力下でレーザー積層造形、沸
騰熱伝達、電界制御を統合したスマート表面研究。宇
宙熱管理と材料製造に新知見。

#17
欧州再利用ロケットYr
ene

新製品開
発

●●●○
○

●●○○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●○○
○

The Exploration CompanyがStormエンジン搭載の
再利用可能大型ロケット「Yrene」開発を発表。欧州
の宇宙輸送能力を強化へ。

#18 米DOE宇宙原子力技術 解説記事
●○○○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○
●●○○

○

米エネルギー省が宇宙原子力技術の歴史と重要性を強
調。RTGから将来の火星核動力宇宙船まで、深宇宙探
査に不可欠と解説。

#19
Solidionグラフェン電
池

新製品発
表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●○
○

●●●○
○

Solidion Technologyがグラフェン採用の極限環境バ
ッテリー「Gen-ECB」を発表。軌道上AIデータセンタ
ー、月面、深宇宙に対応。

#20
放射線耐性RHBDチッ
プ

技術比較
●●●○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

GlobalFoundriesとBAE Systemsが放射線耐性RHBD
チップで協力。アルテミスIIなど深宇宙ミッションの
電子機器信頼性を確保。

#21
軌道上AIデータセンタ
ー

技術動向
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

●
●●●○

○
●●●●

○

軌道上データセンター開発が加速。SpaceXがAI1衛星
詳細設計を公開、AWS、Azure、Googleも宇宙AIト
レーニングとクラウド接続を牽引。

#22 CubeSat電力システム 新製品
●●○○

○
●●●●

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○

EnduroSatがCubeSat向けに最大437W供給可能なモ
ジュール式電力システム「EPS-I」を発表。ミッショ
ン寿命と柔軟性を向上。

#23
NASA火星核動力宇宙
船

ミッショ
ン発表

●●●●
○

●●●○
○

●●●●
●

●●●●
○

●●●●
○

NASAが2028年火星への核動力宇宙船「SR-1 Freedo
m」打ち上げ計画を発表。核電気推進で火星移動時間
を大幅短縮。

#24
SpaceX再利用記録更
新

製品発表
●●○○

○
●●●●

●
●●●●

●
●●●●

○
●●●●

○

SpaceXがFalcon 9ブースター35回目の着陸成功で再
利用記録を更新。Starlinkコンステレーションを拡大
し、宇宙輸送コストを劇的に削減。

#25
Stoke Space
Nova試験

新製品開
発

●●●○
○

●●●○
○

●●●●
○

●●●●
○

●●●○
○

Stoke Spaceが完全再利用可能ロケット「Nova」の
第1段プロトタイプ資格試験を完了。航空機のような
高頻度運用を目指す。

#26
レーザー「折り紙」月
面建設

学術論文
●●●●

●
●○○○

○
●●●●

○
●●●●

○
●●●○

○

フロリダ大学がレーザー「折り紙」技術で月面建設を
革新。現地レゴリスから工具や建造物を3Dプリントし
、月面基地の自給自足を目指す。

#27 カナダISRU研究助成 政策発表
●●○○

○
●●○○

○
●●●○

○
●●●●

○
●●●○

○
カナダ宇宙庁が月面資源利用（ISRU）研究に200万ド
ルを助成。月面基地の自給自足と核動力開発を推進。

●●●●○ High ●●●○○ Med-High ●●○○○ Med ●○○○○ Low | 背景黄色＝注目記事



宇宙産業 Weekly Intelligence Report | 2026-06-13 | Page 3

今週、判断に影響しうる3つの問い

❶ 貴社の宇宙事業戦略は「商業化の波」を捉えているか？
世界経済フォーラムは2035年までに宇宙経済が1.8兆ドル規模に達すると予測し、商業サービス、国家主権、民間イノベ
ーションが牽引すると指摘。米国では宇宙軍が商業技術統合を加速し、商業宇宙局が規制緩和を進めています。日本の宇
宙産業は、このグローバルな商業化トレンドにどう対応すべきでしょうか。

❷ 深宇宙探査の基盤技術（電力、材料、居住）への投資は十分か？
NASAは月面基地ミッションを発表し、ISRUや核動力システムを民間企業と推進。火星への核動力宇宙船「SR-1 Freedo
m」計画も進行中です。また、微小重力下でのバイオ製造や高機能材料開発、極限環境バッテリー、放射線耐性チップな
ど、深宇宙探査を支える基盤技術が急速に進化しています。貴社はこれらの技術領域で競争力を維持できていますか。

❸ 軌道上AIデータセンターの台頭は、自社の設計前提を変えるか？
SpaceXはAI1衛星の詳細設計を公開し、軌道上AIデータセンターの実現を目指しています。AWS、Azure、Googleも宇
宙AIトレーニングとクラウド接続を牽引しており、宇宙でのデータ処理能力が劇的に向上する可能性があります。これに
より、地球上のデータセンターや通信インフラの役割、そして衛星設計の前提が大きく変わるかもしれません。貴社は、
このパラダイムシフトへの準備ができていますか。

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」

日本企業にとっての「機会 vs 脅威」マトリクス

機会大・脅威小 機会大・脅威大

影響小（参考） 脅威大・機会小

←
 機

会
 →

← 脅威 →

H3成功 米政策宇宙電力

月面ISRU

微重力製造

宇宙部品

宇宙AI

火星核動力

項目 象限 ↑ 機会 ↓ 脅威

● H3成功 機会大 日本の輸送能力向上 —

● 米政策 注意 米国市場参入機会 米国企業の競争強化

● 宇宙電力 注意 新規市場創出 既存電力システム影響

● 月面ISRU 注意 月面資源利用参入 技術開発競争激化

● 微重力製造 機会大 新規材料・医薬開発 —

● 宇宙部品 注意 極限環境部品市場 技術的参入障壁
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● 宇宙AI 注意 宇宙AI・データ市場 既存データ陳腐化

● 火星核動力 注意 深宇宙探査貢献 技術開発の遅れ
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深掘り ① ― JAXA H3ロケット成功：日本の宇宙輸送能力強化
#01 | 2026/06/12 | The Japan Times | 技術新規性●●●○○ 実用化距離●●●●● 市場インパクト●●●●○
データ信頼性●●●●○ 日本関連度●●●●●

JAXAは、昨年12月の失敗を乗り越え、新型H3ロケット30型の打ち上げに成功し、6基の小型衛星を計画軌道へ投入し
ました。固体ロケットブースターなしの低コストバージョンで、高度約580kmの軌道に約15分で到達。今回の成功は
、日本の宇宙輸送システムの信頼性を強化し、将来の火星衛星探査計画（MMX）などの重要なミッションへの道を開く
ものです。

H3ロケットは、低コストで高頻度な宇宙輸送サービスを提供し、SpaceXのFalconシリーズに代表される国際競争激化
に対応することを目指しています。今回の成功は、アダプターの修正が適切であったことを検証し、H3ロケットの信頼
性が確立されたことを示唆。日本の宇宙産業の活性化と、新たな宇宙ビジネス創出が期待されます。

▶ 技術者の視点

JAXAのH3ロケット成功は、日本の宇宙産業にとって極めて重要なマイルストーンです。特に、昨年の
失敗からの迅速な回復と、低コスト化への取り組みは評価に値します。LE-9エンジンの信頼性向上は、
今後のMMXミッションだけでなく、商業衛星打ち上げ市場における日本の競争力向上に直結します。た
だし、SpaceXの再利用技術が確立されている中で、H3がどこまでコスト競争力を発揮できるか、継続
的な技術革新と運用効率の改善が求められます。日本の材料メーカーにとっては、ロケット構造材やエ
ンジン部品の軽量化・高信頼性化に向けた技術貢献の機会が継続的に存在します。今後は、H3の打ち上
げ頻度とコストパフォーマンスをさらに高め、国際市場での存在感を確立することが重要です。

深掘り ② ― Mantis Space：宇宙初のレーザー無線給電網を構築へ
#05 | 2026/06/04 | Forbes | 技術新規性●●●●● 実用化距離●●○○○ 市場インパクト●●●●● データ信頼性●●●○○
日本関連度●●●○○

宇宙インフラスタートアップMantis Spaceは、総額約4,300万ドルの資金を確保し、中地球軌道（MEO）で太陽エネル
ギーを収集し、レーザービームでクライアント衛星に直接電力を供給する宇宙初の電力網を構築する計画です。同社は
既に20,000平方フィートのレーザー光学研究所を運営しています。

この技術は、軌道上で高効率の太陽電池アレイで太陽エネルギーを捕捉し、高指向性レーザーに変換して無線給電する
ものです。衛星の寿命を延ばし、より電力集約的なミッションを可能にするブレークスルーとなる可能性があり、203
5年までに1.8兆ドル規模に達すると予測される宇宙経済の基盤技術として注目されます。

▶ 技術者の視点

Mantis Spaceのレーザー無線給電網は、宇宙における電力供給の概念を根本から変える可能性を秘めた
革新的な技術です。技術新規性は非常に高いですが、実用化距離はまだ基礎研究・応用研究段階であり
、レーザーの長距離伝送効率、ビームの精密制御、宇宙環境での耐久性、そして安全性の確保には多く
の未解決課題があります。特に、MEOからLEOの多数の衛星への安定供給は技術的に非常に困難です。
しかし、これが実現すれば、衛星の設計自由度が飛躍的に向上し、日本の衛星メーカーや部品メーカー
にとっては新たな市場機会が生まれます。一方で、既存の太陽電池やバッテリーメーカーにとっては脅
威となり得ます。日本の光学技術やレーザー技術は世界トップクラスであり、この分野での協業や独自
技術開発の可能性を早急に検討すべきです。
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深掘り ③ ― 軌道上データセンター加速：宇宙AIトレーニングとクラウド接続
#21 | 2026/06/09 | Tom's Hardware | 技術新規性●●●●○ 実用化距離●●●○○ 市場インパクト●●●●●
データ信頼性●●●○○ 日本関連度●●●●○

SpaceXは、交換可能なチップペイロードを持つ軌道上AIデータセンター「AI1衛星」の詳細設計を公開し、平均120k
W、ピーク150kWの計算ペイロードを持つと発表しました。FCCには100万基のデータセンター衛星コンステレーショ
ンの承認を申請済みです。AWS、Azure、Googleも宇宙AIトレーニングとクラウド接続を牽引しています。

軌道上データセンターは、地球上のデータセンターが直面する電力消費、冷却、セキュリティの課題に対する潜在的な
解決策を提供します。宇宙空間の真空と低温は効率的な熱管理の機会を提供しますが、放射線耐性や電力供給が課題で
す。Googleは2027年までに軌道上AIトレーニングの実現可能性検証を目指しており、業界は商業規模の展開へと移行
しつつあります。

▶ 技術者の視点

軌道上AIデータセンターは、宇宙経済とAI産業の融合を象徴する最先端トレンドであり、その市場イン
パクトは計り知れません。SpaceXのAI1衛星の電力要件（120-150kW）は非常に高く、これを宇宙で
安定供給し、効率的に冷却する技術は極めて重要です。グラフェン採用の極限環境バッテリー（#19）
や放射線耐性チップ（#20）のような基盤技術の進化が不可欠となります。日本の半導体メーカーや冷
却技術、電源システムメーカーにとっては大きなビジネスチャンスですが、同時に、この分野での技術
開発の遅れは、将来のデータエコシステムにおける競争力低下という脅威にもなり得ます。特に、宇宙
放射線環境下でのAIチップの信頼性確保と、効率的な熱管理ソリューションの開発は喫緊の課題です。
R&D;部門は、この分野の技術動向を継続的にモニタリングし、早期に参入戦略を策定すべきです。

その他の注目記事
NASAが月面基地の初期ミッションを発表（NASA）
新規性●●●●○ 実用化●●●○○ 影響●●●●●

月面でのISRUと核動力開発を民間企業と連携して推進。月面基地の自給自足に向けた具体的な動きに注目。

NASA、2028年火星への核動力宇宙船「SR-1 Freedom」打ち上げ計画を発表（Space Daily）
新規性●●●●○ 実用化●●●○○ 影響●●●●●

核電気推進で火星への移動時間を大幅短縮。深宇宙探査のゲームチェンジャーとなる可能性があり、関連技術開発が加
速する。

SpaceX、ファルコン9ブースター35回目の着陸成功で再利用記録を更新（Space.com）
新規性●●○○○ 実用化●●●●● 影響●●●●●

ロケット再利用の記録更新は、宇宙輸送コストの劇的な削減を実証。既存のロケット産業への競争圧力がさらに高まる
。

微小重力環境でのバイオ製造・材料科学研究が加速（ISS National Lab）
新規性●●●●● 実用化●●○○○ 影響●●●●○

微小重力下での医薬品生産や特殊半導体製造など、将来の宇宙産業と地球上産業に革新をもたらす基礎研究の進展。
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今週のアクション提案

記事評価マトリクスと機会/脅威分析を踏まえたアクション提案です。

▍即時（今週中）
• 【経営企画】JAXA
H3成功を受け、日本の宇宙輸送能力強化の機会を再評価。自社事業との連携可能性を検討。

• 【R&D;】Mantis
Spaceの宇宙電力網技術（レーザー給電）について、基礎技術動向を調査。自社製品への影響を評価。

• 【半導体PKG/R&D;】軌道上AIデータセンターの動向を注視し、宇宙用AIチップや冷却技術のニーズを把握。

▍短期（1ヶ月）
• 【調達/経営企画】米国の商業宇宙技術統合政策（#04,
#14）が日本のサプライチェーンに与える影響を分析。米国市場参入の機会を検討。

• 【R&D;/経営企画】月面ISRU（#07,
#27）および月面建設（#26）技術のロードマップを調査。自社の材料技術が貢献できる領域を特定。

• 【R&D;/材料メーカー】微小重力環境での材料製造（#08,
#16）に関する最新研究を深掘り。高機能材料開発への応用可能性を検討。

▍中長期（四半期〜）
• 【経営企画/R&D;】宇宙AIデータセンター（#21）の長期的な市場成長を見据え、宇宙用半導体、冷却材、電
源システム（#19, #20）への投資戦略を策定。

• 【R&D;/EV設計】火星核動力宇宙船（#23）や月面核動力（#07, #18,
#27）の進展をモニタリング。極限環境対応の材料・部品技術開発を検討。

• 【経営企画/調達】再利用可能ロケット（#24,
#25）による輸送コスト削減が、将来の宇宙ビジネスモデルに与える影響を分析。新たなビジネス機会を探索。

troy-technical.jp 独自キュレーション。記事著作権は各原著作者に帰属。 | Gemini API + Claude | 2026-06-13
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収録記事一覧

#01 JAXA、新型H3ロケット30型が6基の小型衛星を搭載し打上げ成功、MMXミッションへ道開く

#02 NASA、ジョンソン宇宙センターに3億ドルの近代化契約を締結、Conti Federalなど7社を選定

#03 Apex、大量生産衛星製造に向け$2億超を資金調達、評価額$23億でコンステレーション需要に

対応

#04 米下院、宇宙軍に商業宇宙技術統合の加速を要求：防衛能力強化へ政策修正案を可決

#05 Mantis Space、総額$4300万の資金を確保し宇宙初の電力網とレーザー光学研究所を構築

#06 NASA、アルテミスIIIの乗組員を発表：月着陸機テストと2027年地球軌道ミッションで人類の月
帰還を加速

#07 NASAが月面基地の初期ミッションを発表：Astrolab、Lunar Outpost、Blue Origin、Firefly

Aerospaceと提携しISRUと核動力を推進

#08 微小重力環境でのバイオ製造・材料科学研究が加速：微生物、植物、半導体で革新的成果

#09 世界経済フォーラム、2035年までに1.8兆ドル規模の宇宙経済を牽引する3つの商業トレンドを
発表

#10 米宇宙商業局（OSC）、商業宇宙活動認可プロセスの最新提案を公表し透明性を強化

#11 カナダ、商業宇宙法制の欠如が投資を阻害：政府の「アンカーテナンシー」導入が急務

#12 インドのTakeMe2Space、IN-SPACEからAI搭載スター・トラッカー開発資金を獲得し輸入依存
を低減

#13 商業ミッションにおけるヒトの宇宙飛行反応をマルチオミクスで解析：Ax-2とAx-3データから
初期適応を解明

#14 米商工会議所、国防総省の商業宇宙サービス直接アクセス拡大を強く支持し国家安全保障を強化

#15 Coral CapitalがAndurilの$50億シリーズH資金調達に参加、日米同盟強化で日本の宇宙・防衛ス
タートアップを後押し

#16 トゥエンテ大学、微小重力下のスマート表面研究でレーザー積層造形、沸騰熱伝達、電界制御を
統合

#17 The Exploration Company、Stormエンジン搭載の再利用可能大型ロケット「Yrene」開発を発

表し欧州の宇宙輸送能力を強化

#18 米国エネルギー省、1961年のTransit 4Aから現行のCuriosityまで宇宙原子力技術の歴史と重要
性を強調

#19 Solidion Technology、グラフェン採用の極限環境バッテリー「Gen-ECB」を発表：軌道上AIデ
ータセンター、月面、深宇宙へ対応



#20 GlobalFoundriesとBAE Systemsが協力し、放射線耐性「RHBD」チップでアルテミスIIなど深
宇宙ミッションの電子機器信頼性を確保

#21 軌道上データセンターが加速：SpaceXのAI1衛星、AWS、Azure、Googleが宇宙AIトレーニン

グとクラウド接続を牽引

#22 EnduroSat、CubeSat向けに最大437W供給可能なモジュール式電力システム「EPS-I」を発表
しミッション寿命を最大化

#23 NASA、2028年火星への核動力宇宙船「SR-1 Freedom」打ち上げ計画を発表：深宇宙探査を加
速する統合技術

#24 SpaceX、ファルコン9ブースター35回目の着陸成功で再利用記録を更新、スターリンクコンステ
レーションを拡大

#25 Stoke Space、完全再利用可能ロケット「Nova」の第1段プロトタイプ資格試験を完了し、航空
機のような運用頻度へ

#26 フロリダ大学、レーザー「折り紙」技術で月面建設革新：現地資源から工具・建造物を3Dプリン
ト

#27 カナダ宇宙庁、月面資源利用（ISRU）研究に200万ドルを助成：月面基地の自給自足と核動力開
発を推進



JAXA、新型H3ロケット30型が6基の小型衛星を搭載し打
上げ成功、MMXミッションへ道開く

概要

JAXAは、昨年12月の失敗を乗り越え、新型H3ロケット30型の打ち上げに成功し、6基
の小型衛星を計画軌道へ投入しました。この低コストバージョンのH3ロケットは、固
体ロケットブースターなしで3基のLE-9液化燃料エンジンを搭載し、高度約580kmの軌

道に約15分で到達しました。今回の成功は、日本の宇宙輸送システムの信頼性を強化
し、将来の火星衛星探査計画（MMX）などの重要なミッションへの道を開くもので
す。これにより、日本は世界の宇宙市場での競争力を向上させる重要な一歩を踏み出

しました。

公開日 2026年06月12日  The Japan Times  日本



詳細

主要成果

宇宙航空研究開発機構（JAXA）は、2026年6月12日、日本の新型旗艦ロケットH3の低コ
ストバージョンである30型機の打ち上げに成功しました。このミッションは、昨年末の
打ち上げ失敗からの回復を示すものであり、日本の宇宙輸送能力と国際競争力にとって
極めて重要な成果となります。H3ロケットは、固体ロケットブースターなしの3基のLE-

9液化燃料第1段エンジン構成で、VEP-5評価ペイロードと6基の小型衛星を高度約580km

の計画軌道に約15分で正確に投入しました。

技術・臨床詳細

H3ロケット30型は、H3ロケットファミリーの中で最も軽量かつ費用対効果の高い構成
として設計されており、その主要な特徴は固体ロケットブースターを搭載しない点にあ
ります。ロケットは鹿児島県の種子島宇宙センターから午前9時55分頃に離陸し、順調
に飛行を続けました。搭載された6基の小型衛星は、それぞれ異なる目的を持つ技術実
証や地球観測ミッションを担うとみられています。特に、VEP-5評価ペイロードは、ロ
ケットの性能検証に加え、将来の宇宙ミッションに必要な技術データを収集するために
設計されました。今回の成功は、アダプターの修正が適切であったことを検証し、H3ロ
ケットの信頼性が確立されたことを示唆しています。

背景・業界文脈

H3ロケットの開発は、日本の宇宙産業が直面する国際競争の激化に対応し、低コストで
高頻度な宇宙輸送サービスを提供することを目指しています。特に、SpaceXのFalconシ
リーズに代表される再利用可能ロケットの台頭により、世界の打ち上げ市場は大きな変
革期を迎えています。今回のH3ロケット30型の成功は、日本が自国の宇宙インフラを
強化し、国際的な宇宙探査プログラムにおける存在感を高める上で不可欠なステップと
なります。昨年の失敗は日本の宇宙プログラムにとって大きな痛手でしたが、今回の迅
速な回復は、技術的な課題を克服するJAXAの能力と、日本のエンジニアリングの強さを
示すものです。



今後の展望

H3ロケット30型の成功は、今後の日本の宇宙活動に大きな影響を与えるでしょう。特
に、火星衛星探査計画（MMX）を含む将来の深宇宙探査ミッションにおいて、H3ロケ
ットは重要な役割を担うことが期待されています。MMXミッションは、火星の2つの衛
星、フォボスとダイモスからサンプルを地球に持ち帰ることを目的としており、その実
現にはH3のような信頼性の高い大型ロケットが不可欠です。また、低コスト化された
H3ロケットは、商業衛星打ち上げ市場においても日本の競争力を高め、国内外の企業が
日本のロケットを利用する機会を増やす可能性があります。これにより、日本の宇宙産
業全体の活性化と、新たな宇宙ビジネスの創出が加速されることが期待されます。

元記事: https://www.japantimes.co.jp/news/2026/06/12/japan/science-health/japan-h3-rocket-launch/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.japantimes.co.jp/news/2026/06/12/japan/science-health/japan-h3-rocket-launch/


NASA、ジョンソン宇宙センターに3億ドルの近代化契約
を締結、Conti Federalなど7社を選定

概要

NASAは、ヒューストンのジョンソン宇宙センター（JSC）の老朽化した施設とインフ
ラを近代化するため、最大3億ドルの複数年建設契約（JMACC）を7社に授与しまし
た。Conti Federal Services, LLCがこの契約を受注し、JSCおよびホワイトサンズ試験施

設の改善を支援します。この近代化計画には、エネルギー効率の高い照明、圧縮空気
システム、節水対策、空調および照明制御システムの改善などが含まれ、今後23年間
で約4,300万ドルの施設運営費を節約する見込みです。これは、アルテミス月面ミッシ

ョンや将来の深宇宙探査に向けた重要な基盤整備となります。

公開日 2026年06月09日  Morningstar  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、ヒューストンのジョンソン宇宙センター（JSC）の老朽化した施設とインフラ
を近代化するため、最大3億ドルの複数年建設契約（JMACC: Johnson Space Center
Multiple Award Construction Contract）を7社に授与しました。この主要な契約のうち、
Conti Federal Services, LLCがその一翼を担い、JSCキャンパスおよびホワイトサンズ試験
施設のインフラ要件を支援します。この包括的な近代化プロジェクトは、アポロ時代に
建設された施設を最新の基準に引き上げ、アルテミス月面ミッションや将来の深宇宙探
査に向けた重要な基盤を構築することを目的としています。

技術・臨床詳細

JMACC契約の下で実施される作業は多岐にわたり、以下の主要な改善が含まれます。エ
ネルギー効率の高いLED照明システムへの交換、圧縮空気システムのアップグレードに
よる運用効率の向上、高度な節水対策の導入、そして最新の空調（HVAC）および照明
制御システムの設置です。特に、地域スーパーエネルギー節約性能契約（Super ESPC）
の一環として、これらの改善は今後23年間で約4,300万ドルもの施設運営費を節約する
見込みです。これらの技術的アップグレードは、JSCの運用コストを削減するだけでな
く、施設の持続可能性を高め、研究開発環境を最適化する上で不可欠です。

背景・業界文脈

ジョンソン宇宙センターは、米国有人宇宙飛行の歴史において中心的な役割を担ってき
ましたが、その施設の多くは数十年前に建設されたものであり、老朽化が進んでいまし
た。現代の宇宙探査ミッション、特にアルテミス計画のような月への帰還や将来の火星
への有人探査は、高度な技術と信頼性の高い地上インフラを必要とします。今回の投資
は、NASAがこれらの野心的な目標を達成するために必要な支援インフラを確保すると
いう、長期的なコミットメントを示すものです。また、民間企業がNASAのインフラ近
代化に貢献することで、官民連携による宇宙産業全体の発展にも寄与します。



今後の展望

ジョンソン宇宙センターの近代化は、NASAの将来のミッションを成功させるための重
要な要素です。効率的で最新の施設は、宇宙飛行士の訓練、ミッション管制、そして次
世代の宇宙技術開発にとって不可欠な環境を提供します。この契約により、NASAは既
存のインフラの信頼性と安全性を高めるとともに、運用コストの削減を実現し、より多
くの資源を革新的な研究開発に投入できるようになります。これは、米国の宇宙探査能
力を長期的に強化し、国際的な宇宙開発競争における優位性を維持するための戦略的な
投資と言えるでしょう。

元記事: https://www.morningstar.com/news/business-wire/20260609074897/conti-federal-awarded-

johnson-space-center-multiple-award-construction-contract-by-nasa

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.morningstar.com/news/business-wire/20260609074897/conti-federal-awarded-johnson-space-center-multiple-award-construction-contract-by-nasa
https://www.morningstar.com/news/business-wire/20260609074897/conti-federal-awarded-johnson-space-center-multiple-award-construction-contract-by-nasa


Apex、大量生産衛星製造に向け$2億超を資金調達、評価
額$23億でコンステレーション需要に対応

概要

Apexは、2億ドル以上の新規資金調達ラウンドを完了し、企業評価額を23億ドルにま
で引き上げました。この資金は、大量生産衛星製造拠点の拡大、主要サブシステムの
垂直統合、および広範な商業・国家安全保障コンステレーションの需要に応じた衛星

プラットフォームの事前製造に充てられます。Glade Brook Capital Partnersが主導し、
Washington Harbour Partnersなどが参加した今回の調達は、同社が30,000平方フィー
トの追加施設を活用し、次世代衛星製造のスケールアップを加速するものです。これ

により、Apexは衛星コンステレーション市場でのリーダーシップを強化します。

公開日 2026年06月05日  Apex  アメリカ



詳細

主要成果

Apexは、最新の資金調達ラウンドで2億ドル以上の新規資本を獲得し、企業評価額を23

億ドルに押し上げました。この重要な資金調達は、同社が大量生産衛星製造拠点を大幅
に拡大し、商業および国家安全保障分野で急増する衛星コンステレーションの需要に対
応するための鍵となります。Apexは、この投資を活用して、主要サブシステムの垂直統
合を進め、高頻度な衛星製造能力をさらに強化する計画です。

技術・臨床詳細

Apexの戦略は、標準化された衛星バスプラットフォームの事前製造に焦点を当てていま
す。これにより、顧客は特定のミッション要件に合わせてカスタマイズ可能な、迅速に
利用できる衛星ソリューションを得ることができます。同社は、30,000平方フィートの
追加施設を稼働させ、製造プロセスを最適化することで、生産能力を劇的に向上させま
す。この拡張は、設計から製造、テストに至るまでの一貫した垂直統合アプローチを強
化し、衛星製造のコストとリードタイムを削減することを目指しています。特に、広範
なコンステレーション構築には、信頼性の高い衛星を迅速かつ経済的に供給できる能力
が不可欠です。

背景・業界文脈

現在の宇宙産業は、地球観測、通信、国家安全保障といった分野で、大量の小型衛星か
らなるプロリフェレイテッド・コンステレーション（多数の衛星で構成されるネットワ
ーク）への移行が急速に進んでいます。このトレンドは、データ駆動型経済の拡大と、
宇宙資産に対する政府・軍事の需要の増加によって加速されています。Apexのような企
業は、従来のカスタムメイドの高コストな衛星製造モデルではなく、自動化された製造
プロセスと標準化された設計を通じて、この新たな需要に応えようとしています。
Glade Brook Capital Partnersが主導し、Washington Harbour Partnersなどが参加した今
回の資金調達は、市場がApexのビジネスモデルと将来の成長潜在力を高く評価している
ことを示しています。



今後の展望

Apexの資金調達と製造能力の拡張は、プロリフェレイテッド・コンステレーション市場
における同社の地位を確固たるものにするでしょう。高頻度かつ低コストでの衛星供給
能力は、商業顧客だけでなく、米国宇宙軍のような国家安全保障機関からの需要にも応
えることができます。同社の垂直統合戦略は、サプライチェーンのリスクを低減し、技
術革新を加速させる可能性を秘めています。今後、Apexは、より多くの衛星を軌道に投
入し、地球上の接続性、情報収集、防衛能力を強化することで、宇宙経済の成長に貢献
することが期待されます。これは、新たな宇宙技術とビジネスモデルが、いかに急速に
産業を再構築しているかを示す好例です。

元記事: https://www.apexspace.com/blog/apex-announces-additional-fundraising-at-2b-valuation-to-

scale-high-rate-satellite-production-for-proliferated-constellations

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.apexspace.com/blog/apex-announces-additional-fundraising-at-2b-valuation-to-scale-high-rate-satellite-production-for-proliferated-constellations
https://www.apexspace.com/blog/apex-announces-additional-fundraising-at-2b-valuation-to-scale-high-rate-satellite-production-for-proliferated-constellations


米下院、宇宙軍に商業宇宙技術統合の加速を要求：防衛能
力強化へ政策修正案を可決

概要

米国下院議員は、2027会計年度国防授権法（NDAA）の一部として承認された一連の
修正案を通じて、宇宙軍に対し、民間企業からより多くの技術とサービスを調達する
よう公式に求めました。この法案は、宇宙軍が宇宙状況認識、宇宙センシング、衛星

通信、自律衛星運用といった主要ミッションに民間技術を統合するための計画策定を
義務付けるものです。この政策は、防衛能力を強化し、急速に進化する宇宙環境にお
ける米国の優位性を確保することを目指しています。

公開日 2026年06月04日  Air & Space Forces Magazine  アメリカ



詳細

主要成果

米国下院議員は、2027会計年度国防授権法（NDAA）に承認された修正案を通じて、宇
宙軍に対し、防衛能力を強化するために民間企業からの技術とサービスの調達を加速す
るよう指示しました。この重要な政策変更は、宇宙軍がその多様なミッションにおい
て、商業宇宙産業の革新的なソリューションをより積極的に採用することを義務付ける
ものです。

技術・臨床詳細

具体的には、この法案は宇宙軍に対して、宇宙状況認識（SSA）、宇宙センシング、衛
星通信、そして自律衛星運用といった中核的なミッション分野に、民間部門が提供する
最先端技術を統合するための詳細な計画を策定するよう求めています。これには、軌道
上の物体を追跡・識別するための高度なセンサーシステム、広帯域かつセキュアなデー
タ通信ネットワーク、そして人間の介入なしに衛星が自己最適化し、課題に対応できる
AI駆動型運用システムなどが含まれます。民間技術の導入は、コスト効率を高めつつ、
既存の軍事システムでは実現が難しい迅速なイノベーションとスケーラビリティを提供
すると期待されています。

背景・業界文脈

近年、商業宇宙産業はロケット打ち上げ、衛星製造、データサービスなど、多岐にわた
る分野で目覚ましい進歩を遂げています。特に、小型衛星コンステレーションの急増
や、AI、エッジコンピューティングといった先端技術の宇宙応用は、軍事部門にも新た
な機会をもたらしています。従来の政府主導の開発は、時間とコストがかかる傾向があ
りましたが、民間部門はより迅速かつ柔軟に技術を開発・展開できる能力を持っていま
す。米国防総省は、中国やロシアといった競合国の宇宙能力が急速に発展していること
を受け、この商業的優位性を活用して、宇宙領域における米国の戦略的優位性を維持し
ようとしています。



今後の展望

下院によるこの指示は、米国の国家安全保障宇宙戦略に大きな影響を与えるでしょう。
商業宇宙産業への依存度を高めることで、宇宙軍はより迅速に最新技術を導入し、脅威
への対応能力を向上させることができます。これは、民間企業にとって新たなビジネス
チャンスを創出するとともに、宇宙軍が地球低軌道（LEO）から深宇宙に至るまで、よ
り堅牢で回復力のある宇宙インフラを構築するための道を開きます。この商業統合は、
米国の宇宙優位性を長期的に確保し、将来の紛争における決定的な優位性を確立するた
めの重要なステップとなるでしょう。

元記事: https://www.airandspaceforces.com/lawmakers-more-commercial-space-integration-space-

force/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.airandspaceforces.com/lawmakers-more-commercial-space-integration-space-force/
https://www.airandspaceforces.com/lawmakers-more-commercial-space-integration-space-force/


Mantis Space、総額$4300万の資金を確保し宇宙初の電力
網とレーザー光学研究所を構築

概要

宇宙インフラスタートアップMantis Spaceは、1,500万ドルのシードラウンド資金と、
州および地方から約2,800万ドルの非希薄化資本を調達し、総額約4,300万ドルを確保
しました。同社はこの資金で、中地球軌道（MEO）で太陽エネルギーを収集し、レー

ザービームでクライアント衛星に直接電力を供給する宇宙初の電力網を構築する計画
です。Mantis Spaceは、20,000平方フィートのレーザー光学研究所を既に運営してお
り、将来の兆ドル規模の宇宙経済を支える基盤技術を提供することを目指していま

す。

公開日 2026年06月04日  Forbes  アメリカ



詳細

主要成果

宇宙インフラに特化したスタートアップMantis Spaceは、最近のシードラウンドで1,500

万ドル、さらに州および地方政府から約2,800万ドルの非希薄化資本を調達し、総額約
4,300万ドルの資金を確保しました。この資金は、中地球軌道（MEO）で太陽エネルギ
ーを収集し、レーザービームを用いて直接クライアント衛星に電力を供給するという、
宇宙初の電力網を構築するための開発と運用の加速に充てられます。同社は既に20,000

平方フィートの最先端レーザー光学研究所を運営しており、この革新的な電力供給ソリ
ューションは、将来の兆ドル規模の宇宙経済の基盤となる可能性を秘めています。

技術・臨床詳細

Mantis Spaceが開発する宇宙電力網は、軌道上で高効率の太陽電池アレイを用いて太陽
エネルギーを捕捉し、それを高指向性のレーザーに変換して、必要な宇宙機に無線で電
力を供給する技術に基づいています。このシステムは、特にMEOに位置する衛星群に対
して安定した電力供給を可能にし、従来のオンボードバッテリーや太陽電池アレイの限
界を克服します。20,000平方フィートのレーザー光学研究所は、高出力レーザーの生
成、精密なビーム形成、および長距離でのエネルギー伝送技術の研究開発拠点として機
能します。この非接触型給電技術は、衛星の寿命を延ばし、より電力集約的なミッショ
ンの実現を可能にします。

背景・業界文脈

宇宙経済は、通信、地球観測、宇宙観光、資源探査など、多様な分野で急速な成長を遂
げており、2035年までに1.8兆ドル規模に達すると予測されています。この成長の大き
な制約の一つが、軌道上での持続可能で効率的な電力供給です。既存の衛星は、自身の
太陽電池とバッテリーに依存しており、運用期間や能力に限界があります。Mantis

Spaceのような宇宙電力供給インフラの登場は、この根本的な課題を解決し、より大規
模で複雑な宇宙ミッションを可能にするブレークスルーとなる可能性があります。政府
機関や民間企業が、より安価で柔軟な宇宙インフラを求めている中で、同社の技術は極
めて戦略的な位置づけにあると言えます。



今後の展望

Mantis Spaceの宇宙電力網が実現すれば、宇宙産業に革命的な変化をもたらすでしょ
う。衛星の設計は、オンボード電力システムの制約から解放され、より大きなペイロー
ドや長寿命化が可能になります。これは、深宇宙探査、月面・火星基地へのエネルギー
供給、軌道上での製造活動など、幅広い応用が期待されます。また、宇宙デブリ問題の
軽減や、宇宙船の再補給コストの削減にも貢献する可能性があります。Mantis Spaceの
技術は、宇宙が真に経済活動のフロンティアとなるための重要なステップであり、研究
者、エンジニア、投資家にとって「面白い」機会を提供します。今後の技術実証と商業
展開が注目されます。

元記事: https://www.forbes.com/sites/alisoncoleman/2026/06/04/the-space-startup-building-

infrastructure-for-a-trillion-dollar-frontier/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.forbes.com/sites/alisoncoleman/2026/06/04/the-space-startup-building-infrastructure-for-a-trillion-dollar-frontier/
https://www.forbes.com/sites/alisoncoleman/2026/06/04/the-space-startup-building-infrastructure-for-a-trillion-dollar-frontier/


NASA、アルテミスIIIの乗組員を発表：月着陸機テストと
2027年地球軌道ミッションで人類の月帰還を加速

概要

NASAは、2027年に地球軌道で実施されるアルテミスIIIミッションの乗組員を発表しま
した。コマンダーのRandy Bresnik、パイロットのLuca Parmitano、ミッションスペシ
ャリストのFrank RubioとAndre Douglasが選定され、Blue OriginのBlue Moonと

SpaceXのStarshipが開発中の商用有人着陸システム（HLS）の試験機とのランデブーお
よびドッキング能力を実証します。このミッションは、2028年のアルテミスIVでの初
の月面南極への有人着陸ミッションに不可欠な準備段階であり、3つの巨大ロケット打

ち上げと2つの民間月着陸機プロトタイプが関わる、これまでで最も複雑な有人宇宙飛
行ミッションの一つとなる予定です。

公開日 2026年06月09日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、2027年に地球軌道で実施されるアルテミスIIIミッションの乗組員を発表しま
した。コマンダーにRandy Bresnik、パイロットにLuca Parmitano、ミッションスペシャ
リストにFrank RubioとAndre Douglasが選定されました。このミッションの主要目的
は、Blue OriginのBlue MoonとSpaceXのStarshipが開発中の商業有人着陸システム
（HLS）の試験機と、オリオン宇宙船とのランデブーおよびドッキング能力を実証する
ことです。これは、2028年に予定されているアルテミスIVでの人類初の月面南極への着
陸ミッションに向けた極めて重要な準備段階となります。アルテミスIIIは、3つの巨大
ロケット打ち上げと2つの民間月着陸機プロトタイプが関与する、これまでで最も複雑
な有人宇宙飛行ミッションの一つとされています。

技術・臨床詳細

アルテミスIIIミッションは、オリオン宇宙船と商業有人着陸システム（HLS）の間で、
低地球軌道（LEO）でのランデブーおよびドッキング操作をテストすることに焦点を当
てています。具体的には、SLS（スペース・ローンチ・システム）ロケットがオリオン
宇宙船を打ち上げ、その後、HLSの試験機が別に打ち上げられて軌道上でランデブーし
ます。NASAはアルテミスIIIミッション用のSLSブースターの最終セグメントをケネディ
宇宙センターへ輸送中であり、SLSロケットのツインブースターとコアステージのエン
ジンは合計で880万ポンド以上の推力を発生させます。この複雑なシーケンスは、将来
の月面着陸において、宇宙飛行士がオリオンから月着陸機へ、そして最終的に月面へと
安全に移動するために不可欠な技術と運用手順を検証します。このミッションは、約2
週間続く予定です。

背景・業界文脈

アルテミス計画は、半世紀ぶりに人類を月面へと帰還させ、持続的な月面探査を確立す
ることを目的としています。特に、月面南極地域には水氷の存在が示唆されており、将
来の月面基地建設や火星探査の拠点としての可能性から、科学的・戦略的に重要視され
ています。今回のアルテミスIIIミッションは、その壮大な計画の実現に向けた重要なマ
イルストーンです。SpaceXのStarshipやBlue OriginのBlue Moonのような民間企業の参
加は、NASAのコスト削減とイノベーションの加速に貢献しており、官民連携による宇
宙開発の新たなモデルを確立しつつあります。これにより、米国は宇宙探査におけるリ
ーダーシップを再確立し、国際的な協力をさらに促進することを目指しています。



今後の展望

アルテミスIIIミッションの成功は、アルテミスIV、さらには将来の火星有人ミッション
への扉を開きます。このミッションで得られるランデブーおよびドッキングのデータと
経験は、より複雑な深宇宙ミッションの計画と実施に不可欠です。選定された乗組員
は、これらの高度な操作を遂行するための訓練を積んでおり、彼らの経験は今後の宇宙
飛行士トレーニングプログラムにも反映されるでしょう。アルテミス計画は、人類の宇
宙への存在を拡大し、科学的発見を深めるだけでなく、新たな宇宙産業を創出し、技術
革新を刺激する大きな可能性を秘めています。

元記事: https://www.nasa.gov/news-release/nasa-marches-toward-artemis-iii-mission-in-2027-names-

crew-members/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/news-release/nasa-marches-toward-artemis-iii-mission-in-2027-names-crew-members/
https://www.nasa.gov/news-release/nasa-marches-toward-artemis-iii-mission-in-2027-names-crew-members/


#07 NASAが月面基地の初期ミッションを発表：
Astrolab、Lunar Outpost、Blue Origin、Firefly
Aerospaceと提携しISRUと核動力を推進

概要

NASAは2026年5月、持続的な月探査を支援するための最初の3つの月面基地ミッショ

ン（Moon Base I、II、III）と新たなパートナーシップを発表しました。Astrolabと
Lunar Outpostは月面探査車開発の第一段階に、Blue Originは探査車の月面への配送
に、Firefly AerospaceはNASAのMoonFallドローンの月輸送用宇宙船製造に選定されま

した。これらの取り組みは、月面での資源利用（ISRU）による水氷や金属の抽出、核
分裂による月面電力（Fission Surface Power）システムの開発を加速させ、長期的な月
面居住と科学探査の実現を目指します。

公開日 2026年06月08日  NASA  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、人類の月への持続的な帰還と長期的な月面活動の確立を目的としたアルテミ
ス計画の一環として、2026年5月に最初の3つの月面基地ミッション（Moon Base I、II、
III）を発表しました。これらのミッションを支援するため、NASAはAstrolab、Lunar

Outpost、Blue Origin、Firefly Aerospaceを含む複数の民間企業との新たなパートナーシ
ップを締結しました。この戦略的な動きは、月面での現地資源利用（ISRU）と核動力シ
ステムの開発を加速させ、将来の月面居住と科学探査のための基盤を築くものです。

技術・臨床詳細

具体的には、AstrolabとLunar Outpostは、月面環境での運用に特化した探査車の開発の
第一段階に選定されました。これらの探査車は、月面レゴリス（月面土壌）からの水氷
やその他の貴重な資源の抽出を可能にするISRU技術の試験運用に重要な役割を果たすで
しょう。Blue Originは、これらの探査車を月面へ安全かつ効率的に配送するための着陸
システムの提供を担当します。さらに、Firefly Aerospaceは、NASAのMoonFallドローン
を月へ輸送する宇宙船の製造を担います。電力供給に関しては、Zeno Powerとの協力に
より放射性同位体電源システム「Harmonia」が開発され、月夜間の過酷な環境下での
活動を維持します。また、Blue Originの「Blue Alchemist」プログラムは、月面レゴリ
スから太陽光発電パネルを製造する商業システムとしてNASAのTipping Pointに採用さ
れており、月面での自給自足型インフラ構築に貢献します。長期的には、第2段階で太
陽電池アレイと放射性同位体発電所、第3段階で核分裂表面電力システムが導入され、
長期の月夜間でも安定した電力を供給できる月面電力インフラの進化が計画されていま
す。

背景・業界文脈

月面探査は、深宇宙有人探査への足がかりとして、また地球の資源が枯渇する可能性に
備える上で、戦略的な重要性が増しています。月面での持続的なプレゼンスを確立する
ためには、地球からの物資輸送に完全に依存するのではなく、現地資源を最大限に活用
するISRU技術と、月夜の長時間にわたる低温・暗闇に対応できる堅牢な電力システムが
不可欠です。NASAの今回のパートナーシップは、技術開発を加速し、商業部門の専門
知識と能力を活用することで、これらの課題を克服しようとするものです。このような
官民連携は、宇宙開発のコストを削減し、イノベーションを促進する新しいモデルとし
て注目されています。



今後の展望

これらの月面基地ミッションとパートナーシップは、人類の月面活動の範囲と持続可能
性を劇的に拡大する可能性を秘めています。ISRUと核電力技術の進展は、月面における
食料、酸素、燃料、建設資材の自給自足に不可欠であり、将来の月面都市建設や火星へ
の有人ミッションの実現可能性を高めます。この取り組みは、科学的発見を加速させる
とともに、新たな宇宙経済の創出にも貢献するでしょう。特に、長期的な月面夜間電力
供給の解決は、持続的な科学観測と探査を可能にし、月の極地における水氷の商業利用
への道を開く重要な一歩となります。

元記事: https://www.nasa.gov/reference/moonbase-about/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.nasa.gov/reference/moonbase-about/


#08 微小重力環境でのバイオ製造・材料科学研究が加速：
微生物、植物、半導体で革新的成果

概要

微小重力環境でのバイオ製造と材料科学に関する研究が加速しており、特に微生物、
植物、半導体の分野で革新的な成果が見られます。ISS国立研究所が支援する研究で
は、微小重力が微生物の栄養吸収を妨げるものの、将来の宇宙ベースバイオ製造シス

テムの設計に重要な手がかりを提供することが示されました。カリフォルニア大学サ
ンディエゴ校は、宇宙飛行士が植物を使って医薬品をオンデマンドで生産できる方法
を開発し、Space Forgeは微小重力下で地球上では達成できない特性を持つ半導体生産

技術を実証しました。これらのブレークスルーは、医薬品開発、疾患モデリング、高
品質材料創出に大きな影響を与えます。

公開日 2026年06月04日  ISS National Lab  アメリカ



詳細

主要成果

微小重力環境下でのバイオ製造および材料科学研究が急速に進展しており、特に医薬品
開発、疾患モデリング、高品質な材料や半導体の創出において革新的な成果が報告され
ています。国際宇宙ステーション（ISS）国立研究所が支援する米国海軍研究試験所
（NRL）の研究では、微小重力が設計された微生物の細胞による栄養吸収を妨げ、有用
な材料の生産能力を制限するという「失われたリンク」を特定しました。しかし同時
に、この発見は将来の宇宙ベースのバイオ製造のための次世代生物学的生産システムを
設計する上で重要な手がかりを示唆しています。

技術・臨床詳細

微生物バイオ製造: NRLの研究者たちは、放射線やストレスから細胞を保護する色素
であるメラニンを生成するよう遺伝子組み換えされた大腸菌をISS上で研究しまし
た。この研究は、微小重力が微生物の代謝と生合成効率に大きな影響を与えることを
示し、宇宙でのバイオ生産において栄養摂取効率を高める新しい戦略が必要であるこ
とを明らかにしました。2023年11月にISSに打ち上げられたMELSPプロジェクトのよ
うな後続の研究は、これらの課題を克服し、宇宙飛行士や宇宙船のシステムを保護す
る材料製造への道を拓くことを目指しています。

植物由来医薬品: カリフォルニア大学サンディエゴ校のエンジニアによる研究では、
宇宙での長期ミッションにおいて、宇宙飛行士が植物を利用してオンデマンドで医薬
品を生産できる可能性が示されました。この研究は、植物を破壊したり大量の廃棄物
を発生させたりすることなく、宇宙のような条件下で植物から医薬品を栽培し、繰り
返し収穫するシンプルな方法を開発しました。これは、遠隔地のミッションでの医薬
品自給自足に革命をもたらす可能性があります。



高価値材料科学: 微小重力環境は、浮力による対流や重力沈降を抑制するため、地上
では達成できない優れた品質の結晶や繊維微細構造を生成できることが示されていま
す。International Journal of Engineering Research & Technologyに掲載された論文で
は、医薬品創薬のためのタンパク質結晶成長、ZBLAN重金属フッ化物ガラス光ファ
イバー、医薬品多形体工学といった3つの高価値材料システムにおいて、微小重力が
商業的に利用可能な製造上の利点を提供することが調査されています。Space Forge

のような企業は、微小重力下で地球上では達成できない特性を持つ次世代半導体の生
産に注力しており、欧州宇宙機関から1,000万ポンドの資金を確保し、ForgeStar®-1
ミッションでその技術を実証しています。

背景・業界文脈

微小重力環境は、地上では不可能な独特の物理的条件を提供し、材料科学、生物工学、
医薬品開発における新たなブレークスルーの可能性を秘めています。国際宇宙ステーシ
ョン（ISS）での数十年にわたる研究は、抗体薬物複合体やより標的を絞ったがん治療
薬の研究、疾患モデリング、組織工学、治療薬開発など、多岐にわたる分野での応用を
示してきました。しかし、ISSの商業化と最終的な退役が近づく中で、より多様な商業
プラットフォームでの微小重力研究の必要性が高まっています。この「微小重力ゴール
ドラッシュ」は、宇宙が単なる探査の場ではなく、新たな産業と経済活動のフロンティ
アとして認識されつつあることを示しています。

今後の展望

これらの微小重力研究の進展は、将来の宇宙探査ミッション、月面・火星基地の建設、
そして地球上の産業に大きな影響を与えるでしょう。宇宙ベースのバイオ製造は、高品
質な医薬品や材料をより効率的に生産する新しい手段を提供し、医療、電子機器、航空
宇宙など幅広い分野で革新を促進します。特に、宇宙飛行士が長期ミッション中に自給
自足で医薬品を生産できる能力は、有人深宇宙探査の実現可能性を飛躍的に高めます。
また、微小重力下で製造された高価値材料は、地球上の産業に新たな競争力をもたらす
可能性があります。これらのブレークスルーは、低地球軌道（LEO）経済の拡大と宇宙
ベースのイノベーションの未来を形作る上で不可欠です。

元記事: https://issnationallab.org/press-releases/microbes-reveal-missing-link-in-space-manufacturing/

https://issnationallab.org/press-releases/microbes-reveal-missing-link-in-space-manufacturing/


収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)



#09 世界経済フォーラム、2035年までに1.8兆ドル規模の
宇宙経済を牽引する3つの商業トレンドを発表

概要

世界経済フォーラムは、宇宙経済が2035年までに1.8兆ドル規模に達すると予測し、そ
の成長を牽引する3つの主要な商業トレンドを発表しました。これには、接続性、イン
テリジェンス、監視といった反復的なサービスを通じて価値を生み出す宇宙企業、独

立した宇宙能力への国家の主権が長期的な調達とインフラ支出を促進していること、
そして低コスト、ソフトウェア主導の開発、専門化されたサプライチェーンにより商
業宇宙企業が政府機関よりも迅速に動いていることが含まれます。これらのトレンド

は、宇宙産業が実験段階から成熟した市場へと移行していることを示しています。

公開日 2026年06月10日  World Economic Forum  スイス



詳細

主要成果

世界経済フォーラムは、宇宙経済が2035年までに1.8兆ドルという驚異的な規模に成長
すると予測し、その飛躍的な拡大を推進する3つの主要な商業トレンドを特定しまし
た。これらのトレンドは、宇宙がもはや政府主導の探査の領域だけでなく、地球経済と
深く統合された活力ある商業フロンティアとして台頭していることを示唆しています。

技術・臨床詳細

3つの商業トレンドは以下の通りです。

1. 反復的な宇宙サービスを通じた価値創造: 宇宙企業は、接続性（衛星インターネッ
ト）、インテリジェンス（地球観測データ）、監視（宇宙状況認識）といった、地球上
の顧客に直接価値を提供する反復的なサービスモデルに注力しています。これにより、
一度の打ち上げや開発で終わるプロジェクトではなく、継続的な収益を生み出すビジネ
スが拡大しています。

2. 国家主権と宇宙能力への投資: 各国は、宇宙への独立したアクセスと能力を確保するこ
とを国家主権の重要な要素と見なしています。これにより、長期的な政府調達契約や、
宇宙インフラ（打ち上げサービス、衛星製造、地上局ネットワークなど）への大規模な
投資が促進されています。これは、特に新興宇宙国で顕著です。

3. 商業部門による迅速なイノベーション: 商業宇宙企業は、低コストの打ち上げソリュー
ション、ソフトウェア主導の開発アプローチ、そして専門化されたサプライチェーンを
活用することで、従来の政府機関よりもはるかに迅速に技術を開発・展開しています。
これにより、新しい製品やサービスが迅速に市場に投入され、宇宙技術の進化を加速さ
せています。

これらのトレンドは、従来の宇宙開発の障壁を打ち破り、より多くのプレイヤーが宇宙
市場に参入することを可能にしています。



背景・業界文脈

宇宙経済の成長は、技術革新、投資の増加、そしてグローバルな需要の高まりによって
支えられています。特に、小型衛星技術の進歩と打ち上げコストの低下は、宇宙へのア
クセスを民主化し、新たなビジネスモデルを可能にしました。従来の宇宙開発は、国家
機関が主導する高コストでリスクの高いプロジェクトが中心でしたが、現在はSpaceXの
ような民間企業がその役割を担い、市場主導のイノベーションが加速しています。この
変化は、宇宙産業が、軍事・科学の領域から、地球上の生活と経済に直接影響を与える
商業サービスへと重心を移していることを意味します。

今後の展望

これらの商業トレンドは、今後も宇宙経済の拡大を強力に推進するでしょう。企業は、
データ分析、AI、クラウドコンピューティングといった地球上の技術と宇宙技術を統合
し、さらに価値の高いサービスを創出することが期待されます。国家安全保障の観点か
らも、商業宇宙サービスの利用は不可欠となり、官民連携はさらに深まるでしょう。投
資家にとっては、宇宙経済の成長は大きなリターンをもたらす機会を意味し、持続可能
で革新的なビジネスモデルを持つ企業が成功を収めることが予測されます。宇宙産業
は、単なるフロンティアから、地球経済の不可欠な一部へと変貌を遂げつつあります。

元記事: https://www.weforum.org/stories/2026/06/3-commercial-trends-driving-space-market/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.weforum.org/stories/2026/06/3-commercial-trends-driving-space-market/


#10 米宇宙商業局（OSC）、商業宇宙活動認可プロセスの
最新提案を公表し透明性を強化

概要

米国宇宙商業局（OSC）は、商業宇宙活動の認可プロセスに関する最新の提案を公表
しました。この提案は、商業宇宙部門の成長を支援するために、規制の透明性と効率
性を向上させることを目的としています。OSCの政策・擁護担当ディレクターは、3月

に「Space Policy Show」でこの提案について議論し、主要な変更点と業界への影響を
説明しました。これにより、宇宙ビジネスの参入障壁が低減され、イノベーションが
促進されることが期待されます。

公開日 2026年06月09日  Office of Space Commerce  アメリカ



詳細

主要成果

米国宇宙商業局（OSC）は、商業宇宙活動の認可プロセスに関する最新の提案を公表し
ました。この提案は、急成長する商業宇宙部門をさらに支援するため、規制の明確性、
効率性、透明性を大幅に向上させることを目指しています。OSCの政策・擁護担当ディ
レクターは、2026年3月に開催された「Space Policy Show」でこの提案について詳細に
議論し、その目的と業界への潜在的な影響を説明しました。

技術・臨床詳細

公表された提案は、商業宇宙ミッションの認可申請プロセスを合理化するための具体的
な変更を含んでいます。これには、申請書の簡素化、審査期間の短縮、そして企業が新
たな宇宙活動を開始する際の法的・規制的枠組みの明確化が含まれる可能性がありま
す。例えば、衛星コンステレーションの展開や軌道上サービス（修理、補給、デブリ除
去など）を提供する企業が直面する規制上の不確実性を軽減することに焦点を当ててい
ます。これにより、技術革新が規制の遅れによって阻害されることなく、迅速に商業化
される環境が整備されます。

背景・業界文脈

米国政府は、商業宇宙産業を経済成長の重要な原動力と見なし、その発展を積極的に支
援する姿勢を強めています。従来の宇宙活動は、主に政府機関や軍事部門が担ってきま
したが、SpaceXやBlue Originなどの民間企業の台頭により、宇宙経済は新たな局面を迎
えています。しかし、既存の規制枠組みは、急速に進化する技術や多様な商業活動に対
応しきれていないという課題がありました。OSCの今回の提案は、この規制ギャップを
埋め、米国が世界の商業宇宙市場におけるリーダーシップを維持するための戦略的な取
り組みの一環です。



今後の展望

この提案が最終的に採択されれば、商業宇宙企業にとって、米国での事業展開がより予
測可能で効率的になるでしょう。これにより、スタートアップ企業は新たな技術やサー
ビスを市場に投入しやすくなり、投資家はより魅力的な投資機会を見出すことができま
す。認可プロセスの改善は、宇宙デブリの管理、宇宙交通管理（STM）、そして軌道上
サービスといった、宇宙活動の持続可能性と安全性を確保するための国際的な協力にも
良い影響を与える可能性があります。OSCの取り組みは、米国の宇宙産業エコシステム
全体の競争力を高め、将来の宇宙経済の成長を促進する重要なステップとなることが期
待されます。

元記事: https://space.commerce.gov/2026/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://space.commerce.gov/2026/


#11 カナダ、商業宇宙法制の欠如が投資を阻害：政府の
「アンカーテナンシー」導入が急務

概要

カナダは、商業宇宙活動のための専用の法的枠組みが欠如しているため、投資家が国
内企業への投資を躊躇し、有望な宇宙企業が他国に流出していると指摘されていま
す。Macdonald-Laurier Instituteは、政府が新しい技術やサービスの「最初の顧客」と

なる「アンカーテナンシー」の概念が、宇宙経済の発展に不可欠であると強調しまし
た。この政策は、技術だけでなく市場自体を育成することを目的としており、カナダ
政府の「スタートアップ総合戦略パッケージ」（2026年5月発表）にも試験的導入と

運用強化が盛り込まれています。

公開日 2026年06月10日  Macdonald-Laurier Institute  カナダ



詳細

主要成果

カナダは、商業宇宙活動を管理する専用の法的枠組みが欠如しているため、国内外の投
資家がカナダの宇宙スタートアップへの投資に慎重になり、結果として多くの有望な宇
宙企業がより有利な規制環境を持つ他国へと流出している現状が浮き彫りになりまし
た。Macdonald-Laurier Instituteの分析では、政府が新しい宇宙技術やサービスの「最初
の顧客」（アンカーテナンシー）となる政策を導入することが、カナダの宇宙経済を育
成し、グローバル競争力を高める上で極めて重要であると提言されています。

技術・臨床詳細

「アンカーテナンシー」の概念は、政府が長期的な購入契約や支援を通じて、商業宇宙
企業が初期段階の技術開発や市場参入のリスクを軽減できるようにするものです。これ
により、民間企業は安定した顧客基盤と資金源を確保し、革新的な宇宙技術（例えば、
先進的な衛星通信、地球観測システム、宇宙資源利用技術など）の開発に集中できるよ
うになります。このモデルは、技術だけでなく、市場そのものを育成し、カナダ国内に
健全な宇宙産業エコシステムを構築することを目的としています。法制面では、打ち上
げ・再突入、衛星運用、宇宙デブリ管理、責任問題など、商業宇宙活動に関する包括的
な規制ガイドラインの確立が求められています。

背景・業界文脈

多くの国々が、経済成長と国家安全保障の新たな柱として宇宙産業の育成に注力してお
り、迅速かつ明確な規制環境の整備が競争優位の鍵となっています。米国、欧州、日本
などは、商業宇宙セクターを支援するための政策や法的枠組みを積極的に導入していま
す。例えば、米国はSpaceXのような民間企業を政府調達の主要パートナーとして活用
し、イノベーションを加速させています。カナダの宇宙産業は、技術的には高い潜在能
力を持つものの、既存の法制度（主に宇宙活動許可法）は研究開発活動に焦点を当てて
おり、商業的・競争的な宇宙活動に十分対応できていません。この規制のギャップが、
投資の停滞と企業流出の主要因となっています。



今後の展望

カナダ政府は、2026年5月に発表された「スタートアップ総合戦略パッケージ」におい
て、このアンカーテナンシーモデルの試験的導入と運用強化を盛り込んでおり、政策転
換の兆しが見られます。この動きが成功すれば、カナダの宇宙産業は新たな成長軌道に
乗ることが期待されます。明確な法制と政府の積極的な顧客としての関与は、国内の宇
宙企業がより大胆な投資を行い、世界市場で競争するための信頼性を提供します。これ
により、カナダは単なる技術開発国から、活気ある商業宇宙大国へと変貌を遂げ、経済
的利益と国家安全保障上の利益を同時に享受する可能性を秘めています。

元記事: https://macdonaldlaurier.ca/failure-to-launch-canadas-urgent-need-for-commercial-space-

legislation-adam-a-janikowski-for-inside-policy/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://macdonaldlaurier.ca/failure-to-launch-canadas-urgent-need-for-commercial-space-legislation-adam-a-janikowski-for-inside-policy/
https://macdonaldlaurier.ca/failure-to-launch-canadas-urgent-need-for-commercial-space-legislation-adam-a-janikowski-for-inside-policy/


#12 インドのTakeMe2Space、IN-SPACEからAI搭載スタ
ー・トラッカー開発資金を獲得し輸入依存を低減

概要

インドの宇宙技術スタートアップTakeMe2Spaceは、IN-SPACEからAI搭載のスター・ト
ラッカー開発資金を獲得しました。スター・トラッカーは人工衛星が宇宙空間で正確
な方向と姿勢を決定するために不可欠な主要コンポーネントです。このプロジェクト

は、インドの宇宙サプライチェーンにおける重要なコンポーネントの輸入依存を低減
し、国産技術の自立性を高めることを目指しています。今回の資金調達は、インドの
宇宙技術エコシステムの成長を後押しする重要な一歩となります。

公開日 2026年06月11日  E Scow  インド



詳細

主要成果

インドの宇宙技術スタートアップTakeMe2Spaceは、IN-SPACE（Indian National Space

Promotion and Authorization Centre）からAI搭載のスター・トラッカー開発のための資
金を獲得しました。この戦略的な資金提供は、インドの宇宙産業における国産技術の自
立性を高め、人工衛星の正確なナビゲーションに不可欠な主要コンポーネントであるス
ター・トラッカーの輸入依存度を低減することを目的としています。

技術・臨床詳細

AI搭載スター・トラッカーは、宇宙船の姿勢制御および軌道決定システムにおいて極め
て重要な役割を果たします。従来のスター・トラッカーは、事前にプログラムされた星
図と既知の星の位置情報に基づいて方向を決定しますが、AIの統合により、リアルタイ
ムでのデータ処理能力が飛躍的に向上します。これにより、予期せぬ宇宙環境の変化や
故障発生時にも、より迅速かつ正確に姿勢を修正し、ミッションの信頼性を高めること
ができます。TakeMe2SpaceのAI技術は、星の識別、宇宙デブリの回避、太陽光の乱れ
に対する耐性などを強化することで、宇宙船の自律運用能力を向上させることが期待さ
れています。また、この技術は小型・軽量化が求められるCubeSatなどのミッションに
も適応可能です。

背景・業界文脈

インドは、宇宙産業における自国の能力を強化し、グローバル市場での競争力を高める
ことに注力しています。これまで、多くの高精度宇宙機器は輸入に頼ってきましたが、
国家安全保障と経済的自立の観点から、重要コンポーネントの国産化が喫緊の課題とな
っています。IN-SPACEは、インド政府が商業宇宙部門を育成するために設立した機関で
あり、国内のスタートアップや企業が革新的な宇宙技術を開発するための支援を提供し
ています。TakeMe2Spaceのような企業への資金提供は、インドの宇宙エコシステムを
強化し、将来の宇宙ミッションの国産化率を高める上での重要な戦略と位置づけられて
います。



今後の展望

TakeMe2SpaceによるAI搭載スター・トラッカーの開発は、インドの宇宙産業の技術的
自立に大きく貢献するでしょう。この技術が成功すれば、インドは宇宙船の姿勢制御シ
ステムにおいて輸入依存度を大幅に下げることができ、宇宙ミッションのコスト削減に
もつながります。また、自律性の高いスター・トラッカーは、将来の深宇宙探査や、多
数の衛星からなるコンステレーションの運用において不可欠な要素となります。今回の
資金調達は、TakeMe2Spaceが国際市場での競争力を獲得し、インドが世界の宇宙技術
供給国としての地位を確立する上で、重要なマイルストーンとなることが期待されま
す。

元記事: https://www.e-scow.org/first-dry/TakeMe2Space-Secures-INSPACE-Funding-to-Develop-

AIPowered-Star-Tracker-Reducing-Import-Dependence-34-199

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.e-scow.org/first-dry/TakeMe2Space-Secures-INSPACE-Funding-to-Develop-AIPowered-Star-Tracker-Reducing-Import-Dependence-34-199
https://www.e-scow.org/first-dry/TakeMe2Space-Secures-INSPACE-Funding-to-Develop-AIPowered-Star-Tracker-Reducing-Import-Dependence-34-199


#13 商業ミッションにおけるヒトの宇宙飛行反応をマルチ
オミクスで解析：Ax-2とAx-3データから初期適応を解明

概要

bioRxivで発表された新しい研究は、2つの独立した商業宇宙ミッション（Ax-2とAx-

3）における初期のヒト宇宙飛行応答のマルチオミクス統合解析を確立しました。この
研究は、宇宙飛行が細胞および分子レベルで初期適応に与える影響を理解するための

基礎リソースを提供します。得られた知見は、将来の宇宙旅行における健康リスクを
軽減し、より安全で持続可能な有人深宇宙探査を実現するための新たな戦略開発に貢
献すると期待されます。これは、商業宇宙飛行の拡大に伴う医学的課題への対応とし

て極めて重要です。

公開日 2026年06月04日  bioRxiv  不明



詳細

主要成果

bioRxivにプレプリントとして発表された画期的な研究は、2つの独立した商業宇宙ミッ
ション、すなわちAx-2とAx-3におけるヒトの初期宇宙飛行応答について、マルチオミク
ス統合解析を確立しました。この研究は、宇宙飛行が細胞および分子レベルで人体に引
き起こす初期の適応プロセスを包括的に理解するための基礎的なリソースを提供するも
のです。この知見は、将来の宇宙旅行における健康リスクを軽減し、より安全で持続可
能な有人深宇宙探査の実現に向けた新たな戦略を開発する上で不可欠なものとなるでし
ょう。

技術・臨床詳細

本研究では、ゲノミクス、トランスクリプトミクス、プロテオミクス、メタボロミクス
といった複数のオミクスデータが統合的に解析されました。これにより、宇宙飛行士の
血液、尿、唾液などのサンプルから、遺伝子発現、タンパク質レベル、代謝産物の変化
が詳細にマッピングされました。Ax-2とAx-3のミッション期間は短かったものの、この
研究は宇宙飛行の初期段階におけるバイオマーカーの変化を特定し、細胞ストレス応
答、免疫機能の変化、骨密度および筋肉量の早期変化などを示唆しています。比較解析
により、個人差はあるものの、宇宙飛行への適応パターンに共通性があることが示さ
れ、これらのデータは、将来の宇宙飛行士選抜基準、個別化医療戦略、およびカウンタ
ーメジャーの開発に役立つ可能性があります。

背景・業界文脈

商業宇宙飛行の時代が本格的に到来する中で、一般市民を含む多様な人々が宇宙を訪れ
る可能性が高まっています。しかし、宇宙環境、特に微小重力、放射線、閉鎖環境スト
レスは、人体に様々な生理学的影響を及ぼすことが知られています。従来の宇宙医学研
究は、主に政府機関の宇宙飛行士に限定されていましたが、商業ミッションのデータ
は、より多様な集団における宇宙飛行の健康影響を理解するための貴重な機会を提供し
ます。この研究は、ISSでの研究が医薬品開発改善、疾患理解、高品質材料創出に貢献
しているのと同様に、宇宙におけるバイオテクノロジーと医学のブレークスルーを加速
させるものです。



今後の展望

このマルチオミクス解析の結果は、宇宙飛行中の人間の健康管理とパフォーマンス最適
化のための新たなアプローチを導くでしょう。特に、初期適応のメカニズムを解明する
ことで、長期ミッションに向けた介入戦略や、地球に帰還した宇宙飛行士のリハビリテ
ーションプロトコルの改善に貢献できます。また、商業宇宙飛行の安全基準策定におい
ても重要な指針となり、宇宙産業全体の持続可能な成長を支えます。将来の月面基地や
火星への有人ミッションでは、宇宙飛行士の健康を維持するためのオンデマンド医療
や、パーソナライズされた予防策が不可欠となるため、本研究のような包括的な生物学
的データは、人類の深宇宙探査のフロンティアを拡大する上で決定的な役割を果たすと
期待されます。

元記事: https://www.biorxiv.org/content/10.64898/2026.06.01.729304v1.full

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.biorxiv.org/content/10.64898/2026.06.01.729304v1.full


#14 米商工会議所、国防総省の商業宇宙サービス直接アク
セス拡大を強く支持し国家安全保障を強化

概要

米国商工会議所は、国防総省の2027会計年度歳出法案に関する議会への書簡で、戦闘
司令官（COCOM）による商業宇宙サービスへの直接アクセスの拡大を強く支持するこ
とを表明しました。この政策は、監視・偵察・追跡（SRT）といった重要なミッション

において、民間技術とサービスへの投資を促進し、作戦上の優位性を確保することを
目的としています。特に紛争環境下で、戦士にリアルタイムの重要な情報へのアクセ
スを提供することで、国家安全保障を強化します。これは、商業宇宙産業が国防の不

可欠な要素として認識されていることを示します。

公開日 2026年06月11日  U.S. Chamber of Commerce  アメリカ



詳細

主要成果

米国商工会議所は、国防総省（DoD）の2027会計年度歳出法案に関して議会に書簡を送
り、戦闘司令官（COCOM）による商業宇宙サービスへの直接アクセスの拡大を強く支
持する姿勢を表明しました。この支持は、国家安全保障を強化し、特に紛争環境におい
て、監視・偵察・追跡（SRT）などの重要なミッションに商業宇宙技術を統合すること
の重要性を強調するものです。商業SRTへの投資は、戦士にリアルタイムの重要な情報
へのアクセスを提供し、運用上の優位性を確保するとされています。

技術・臨床詳細

COCOMが商業宇宙サービスに直接アクセスできるようになることで、様々な先進技術
が国防に活用されることが期待されます。これには、高解像度地球観測、広帯域衛星通
信、宇宙状況認識、自律型軌道上サービスなどが含まれます。例えば、商業衛星コンス
テレーションは、高頻度で地球全体をカバーする画像やデータを提供し、従来の軍事衛
星では困難だったリアルタイムの情報収集を可能にします。これにより、COCOMは迅
速な意思決定を行い、標的の追跡、部隊の移動監視、敵の活動評価といった任務をより
効果的に遂行できます。また、商業宇宙サービスは、従来の軍事システムよりも迅速な
開発・配備が可能であり、費用対効果も高いという利点があります。

背景・業界文脈

現代の地政学的状況において、宇宙は紛争領域としてその重要性を増しており、宇宙に
おける優位性の確保は国家安全保障の最優先事項となっています。米国防総省は、中国
やロシアなどの競争相手が宇宙能力を急速に発展させていることを認識し、民間の宇宙
技術革新を国家安全保障戦略に積極的に統合しようとしています。米国商工会議所の支
持は、商業宇宙産業が単なる経済的資産ではなく、国防における不可欠な戦略的パート
ナーとして認識されていることを示しています。この官民連携の深化は、国防総省がよ
り堅牢で回復力のある宇宙インフラを構築するための重要なステップです。



今後の展望

COCOMによる商業宇宙サービスへの直接アクセスが拡大されれば、米国の国家安全保
障能力は大幅に向上するでしょう。これは、国防総省が最新の商業技術をより迅速に利
用し、革新的なソリューションを導入することを可能にします。同時に、商業宇宙企業
にとっては、政府が「アンカーテナンシー」となることで、安定した収益源と長期的な
成長機会が提供されます。この政策転換は、宇宙産業全体の投資を刺激し、技術革新を
加速させ、最終的には米国の宇宙優位性を確保するための重要な基盤を築くものと期待
されます。将来の紛争では、宇宙ベースの情報が決定的な役割を果たすため、この商業
統合は極めて戦略的な意味を持ちます。

元記事: https://www.uschamber.com/security/u-s-chamber-support-for-cocom-direct-access-to-

commercial-space-services

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.uschamber.com/security/u-s-chamber-support-for-cocom-direct-access-to-commercial-space-services
https://www.uschamber.com/security/u-s-chamber-support-for-cocom-direct-access-to-commercial-space-services


#15 Coral CapitalがAndurilの$50億シリーズH資金調達に
参加、日米同盟強化で日本の宇宙・防衛スタートアップを
後押し

概要

Coral Capitalは、米国の次世代防衛技術企業Anduril Industriesの50億ドル規模のシリー

ズH資金調達ラウンドに参加しました。この投資は、日米同盟を強化し、インド太平
洋地域の平和と安定を維持するための戦略的に重要な瞬間と位置づけられています。
日本のスタートアップも、宇宙通信やレーダー用の500℃耐性ダイヤモンド半導体を製

造するなど、防衛技術分野で革新を進めており、Coral Capitalは日本の深層技術スター
トアップへの投資を拡大することで、この動きを後押ししています。これにより、日
本の防衛・宇宙産業の成長が加速します。

公開日 2026年06月10日  Coral Capital  日本



詳細

主要成果

日本のベンチャーキャピタルであるCoral Capitalは、米国の次世代防衛技術企業である
Anduril Industriesが実施した50億ドル規模のシリーズH資金調達ラウンドに参加したこ
とを発表しました。この戦略的投資は、日米同盟の強化とインド太平洋地域の平和と安
定維持に資する、極めて重要な瞬間と位置づけられています。日本の深層技術スタート
アップも防衛技術分野で目覚ましい進歩を遂げており、特に宇宙通信やレーダーシステ
ム向けに500℃の高温に耐えるダイヤモンド半導体の製造といった革新的な技術開発を
進めています。Coral Capitalは、このような日本の技術革新を支援することで、国の防
衛・宇宙産業の成長を加速させています。

技術・臨床詳細

Anduril Industriesは、AI、自律システム、センサー技術を統合した防衛ソリューション
の開発で知られています。今回の資金調達により、同社は製品ポートフォリオの拡大と
グローバル展開を加速させるでしょう。一方、日本のスタートアップが開発する500℃
耐性ダイヤモンド半導体は、極限環境下での電子機器の信頼性と性能を大幅に向上させ
る可能性を秘めています。宇宙空間や高温・高放射線環境下で動作する通信衛星、レー
ダーシステム、探査機にとって、このような耐熱性は非常に重要です。ダイヤモンド半
導体は、シリコンベースの半導体と比較して、優れた熱伝導性、高い電界強度、そして
放射線耐性を持つため、次世代の宇宙・防衛システムに不可欠な基盤材料となります。
Coral Capitalは、これらの先端技術を持つ日本のスタートアップへの投資を通じて、技
術的ギャップを埋め、産業の競争力を強化することを目指しています。

背景・業界文脈

インド太平洋地域における安全保障環境は、急速に変化しており、技術的優位性の確保
が国家防衛の鍵となっています。日米同盟は、この地域の安定の要であり、両国の防衛
技術協力はこれまで以上に重要性を増しています。米国政府は、商業部門の革新的な防
衛技術の導入を加速しており、Andurilのような企業はその最前線にいます。同時に、日
本政府も「スタートアップ総合戦略パッケージ」などで、深層技術スタートアップへの
支援を強化し、防衛産業の活性化を図っています。Coral Capitalの投資は、このグロー
バルなトレンドと、日本が独自の技術力を通じて国際的な安全保障に貢献する機会を捉
えるものです。



今後の展望

Andurilへの投資と日本の深層技術スタートアップへの継続的な支援は、日米両国の防衛
能力を相互に強化し、技術的優位性を維持する上で重要な役割を果たすでしょう。特
に、日本のスタートアップが開発する高耐熱性半導体などの技術は、宇宙空間での新し
い防衛アプリケーションや、より過酷な環境下での運用を可能にするでしょう。これに
より、宇宙通信のセキュリティ向上、レーダー探知能力の強化、そして将来の宇宙防衛
インフラの構築に貢献が期待されます。この連携は、日本の宇宙・防衛産業が国際的な
サプライチェーンとイノベーションエコシステムに深く統合され、新たな成長機会を創
出する道を開くことになります。

元記事: https://coralcap.co/2026/06/accelerating-japan-with-anduril/?lang=en

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://coralcap.co/2026/06/accelerating-japan-with-anduril/?lang=en


#16 トゥエンテ大学、微小重力下のスマート表面研究でレ
ーザー積層造形、沸騰熱伝達、電界制御を統合

概要

トゥエンテ大学の研究チームは、Davoud Jafari氏の主導により、急速に変化する重力
条件下での先進的なスマート表面を調査する一連の放物線飛行実験を完了しました。
この画期的なキャンペーンは、積層造形、沸騰熱伝達、電界制御という3つの重要な技

術を単一の実験に統合することに成功しました。この成果は、微小重力環境下での熱
管理と材料製造技術に新たな知見をもたらし、将来の宇宙船や月面基地の設計に貢献
する可能性があります。特に、より効率的な熱交換器や適応型材料の開発への道を開

きます。

公開日 2026年06月05日  University of Twente  オランダ



詳細

主要成果

オランダのトゥエンテ大学の研究チームは、Davoud Jafari氏の主導のもと、微小重力環
境下における先進的なスマート表面の挙動を調査するため、一連の放物線飛行実験を成
功裏に完了しました。この革新的な研究は、積層造形（3Dプリンティング）、沸騰熱伝
達、および電界制御という、これまで個別に研究されてきた3つの重要な技術を単一の
実験プラットフォームに統合するという点で画期的なものです。この統合アプローチ
は、宇宙空間での熱管理と材料製造の課題解決に新たな視点をもたらしました。

技術・臨床詳細

放物線飛行は、航空機が放物線軌道を描くことで一時的に微小重力環境を生成する実験
手法です。このキャンペーンでは、特別に設計された実験装置が使用され、急速に変化
する重力条件下でスマート表面の性能が評価されました。具体的には、積層造形技術を
用いて微細構造を持つ表面を作成し、その上で沸騰熱伝達プロセスを観察しました。さ
らに、外部電界を印加することで、液体の挙動や気泡の形成・移動を能動的に制御する
電界制御技術が組み合わされました。この統合実験により、微小重力環境がこれらの物
理現象にどのように影響するか、またどのようにして最適化できるかについての貴重な
データが得られました。得られたデータは、将来の宇宙船や月面基地における熱交換器
の効率向上や、極限環境に適応するスマート材料の開発に直接応用できるものです。

背景・業界文脈

宇宙探査の長期化と月面・火星基地の建設に向けた動きが加速する中で、宇宙環境での
効率的な熱管理と信頼性の高い材料製造は、極めて重要な課題となっています。微小重
力下では、浮力による対流が失われるため、熱伝達メカニズムが地球上とは大きく異な
ります。また、宇宙船や居住モジュールの内部環境を安定させるためには、先進的な熱
交換技術が不可欠です。本研究は、積層造形によって製造された最適化された表面構造
と、電界制御による流体操作を組み合わせることで、これらの課題に対する革新的なソ
リューションを提供する可能性を秘めています。これは、欧州宇宙機関（ESA）が推進
する軌道上運用・サービスのリーダーシップ強化の取り組みにも合致するものです。



今後の展望

トゥエンテ大学のこの研究成果は、将来の宇宙ミッションにおける熱管理システムの設
計と、宇宙空間での高度な製造プロセスの発展に大きな影響を与えるでしょう。より効
率的な熱伝達能力を持つスマート表面は、宇宙船の小型化・軽量化、電力消費の削減、
そして過酷な宇宙環境でのシステムの信頼性向上に貢献します。特に、月面や火星の表
面で利用される冷却システムやエネルギー変換装置の性能向上に直結します。この研究
で得られた知見は、宇宙飛行士の快適性と安全性を高め、深宇宙探査の持続可能性を向
上させるだけでなく、地球上の産業（例えば、極限環境下で動作する電子機器やエネル
ギーシステム）にも応用される可能性があります。

元記事: https://www.utwente.nl/en/news/2026/6/938933/testing-smart-surfaces-in-zero-gravity

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.utwente.nl/en/news/2026/6/938933/testing-smart-surfaces-in-zero-gravity


#17 The Exploration Company、Stormエンジン搭載の再
利用可能大型ロケット「Yrene」開発を発表し欧州の宇宙
輸送能力を強化

概要

欧州のThe Exploration Companyは、ウェブサイトの更新を通じて、同社独自のStorm

エンジンを搭載した再利用可能な重量物ロケット「Yrene」の開発計画を発表しまし
た。同社は既に再利用可能な宇宙カプセルNyxの開発を進めており、6月10日の国際航
空宇宙展示会でStormエンジンを公開する予定です。この開発は、宇宙分野における欧

州の打ち上げ・輸送サービスの自給自足を支援し、宇宙へのアクセスをより手頃な価
格で持続可能なものにすることを目指しています。Yreneは、短期・中期的な焦点であ
るNyxカプセルと推進技術開発の延長線上にある長期的なコンセプトとして位置づけ

られています。

公開日 2026年06月04日  European Spaceflight  ヨーロッパ



詳細

主要成果

欧州の有力宇宙企業The Exploration Companyは、同社独自のStormエンジンを搭載した
再利用可能な重量物ロケット「Yrene」の開発に着手したことを、ウェブサイトの更新
を通じて発表しました。この新たな開発は、再利用可能な宇宙カプセル「Nyx」の開発
と並行して進められており、欧州の宇宙分野における打ち上げ・輸送サービスの自給自
足と競争力強化に向けた重要な一歩となります。Stormエンジンは、2026年6月10日に
国際航空宇宙展示会で初めて一般公開される予定です。

技術・臨床詳細

再利用可能な重量物ロケット「Yrene」は、The Exploration Companyが開発する高性能
な液体燃料エンジン「Storm」を複数搭載する予定です。このエンジンは、高効率と信
頼性を兼ね備えることで、ロケットの再利用性を最大化し、打ち上げコストを大幅に削
減することを目指しています。Yreneロケットの設計思想は、SpaceXのFalcon 9や
Starshipに見られるように、第一段ブースターの垂直着陸による再利用を核としていま
す。これにより、ロケット部品の再生産にかかる時間と費用を最小限に抑え、打ち上げ
頻度を向上させることが可能となります。また、同社が既に開発を進めている「Nyx」
再利用可能カプセルは、軌道上での物資輸送や地球へのペイロード帰還能力を持ち、
Yreneとの連携により、より包括的な宇宙輸送ソリューションを提供することを目指し
ています。

背景・業界文脈

現在、世界の宇宙打ち上げ市場は、SpaceXなどの米国企業が主導しており、欧州は自前
の重量物ロケット開発と再利用技術において後塵を拝している状況にあります。欧州宇
宙機関（ESA）や各国政府は、アリアン6のような次世代ロケット開発を進めているもの
の、真の「自律的な宇宙へのアクセス」を確保するためには、民間主導の革新と再利用
可能技術の導入が不可欠であるという認識が高まっています。The Exploration

Companyのようなスタートアップの登場と、Yreneのような再利用可能重量物ロケット
の開発は、欧州がこのギャップを埋め、グローバル市場での競争力を取り戻すための戦
略的な動きとして注目されています。この取り組みは、欧州の宇宙産業エコシステム全
体の活性化に貢献すると期待されます。



今後の展望

The Exploration CompanyによるYreneロケットの開発は、欧州の宇宙輸送能力を大きく
変革する可能性を秘めています。手頃な価格で再利用可能な大型ロケットの実現は、欧
州の政府機関や商業顧客が宇宙にアクセスするコストを劇的に削減し、より多様なミッ
ションの実施を可能にするでしょう。Yreneは現時点では長期的なコンセプトとされて
いますが、Nyxカプセルと推進技術の開発に短期・中期的に焦点を当てることで、その
実現に向けた着実なステップを踏んでいます。この成功は、欧州が宇宙分野での自給自
足とグローバルなリーダーシップを確立するための重要な要素であり、今後の開発の進
捗が国際社会から注目されます。

元記事: https://europeanspaceflight.com/the-exploration-company-is-developing-a-reusable-heavy-lift-

rocket/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://europeanspaceflight.com/the-exploration-company-is-developing-a-reusable-heavy-lift-rocket/
https://europeanspaceflight.com/the-exploration-company-is-developing-a-reusable-heavy-lift-rocket/


#18 米国エネルギー省、1961年のTransit 4Aから現行の
Curiosityまで宇宙原子力技術の歴史と重要性を強調

概要

米国エネルギー省（DOE）は、1961年にTransit 4A衛星に搭載されたRTG

（Radioisotope Thermoelectric Generator）から、現在の火星探査車Curiosityまで、宇
宙における原子力の豊かな歴史と重要性を解説しました。RTGはプルトニウム238の自

然崩壊熱を電気に変換する信頼性の高いシステムであり、可動部がないため深宇宙ミ
ッションに不可欠です。この記事では、月面ミッションや遠惑星探査における核動力
システムの重要な役割が強調され、NASAの2028年火星核動力宇宙船計画やDOEによ

るプルトニウム生産強化の背景にある、宇宙核動力の将来への期待が示されていま
す。

公開日 2026年06月04日  Department of Energy  アメリカ



詳細

主要成果

米国エネルギー省（DOE）は、宇宙における原子力の長きにわたる歴史と、深宇宙探査
および将来の月面・火星基地に不可欠なその役割を詳述しました。1961年に初めて
Transit 4A衛星に搭載された放射性同位体熱電発電機（RTG: Radioisotope Thermoelectric

Generator）から、今日の火星探査車Curiosityに至るまで、核動力システムは太陽光が
届かない場所での持続的な電力供給を可能にしてきました。この技術は、可動部がなく
高い信頼性を持つため、宇宙ミッション、特に遠惑星探査や長期月面ミッションにおい
て決定的な優位性を提供します。

技術・臨床詳細

RTGの核心は、プルトニウム238（Pu-238）の放射性崩壊によって発生する熱を、半導
体素子を用いたゼーベック効果により直接電気エネルギーに変換する点にあります。
Pu-238は半減期が87.7年と長く、長期間にわたって安定した熱源を提供できます。これ
により、太陽電池が機能しない深宇宙や、長時間の月夜、火星の砂嵐といった過酷な環
境下でも、探査機やローバーに継続的に電力を供給することが可能です。現在、DOEは
NASAの要請に応え、2026年までに年間1.5 kgのPu-238生産目標を達成するため、生産
規模を拡大しています。また、核反応炉を用いた宇宙動力システムも開発中であり、
NASAは2028年後半までに火星へ核動力宇宙船「Space Reactor-1 (SR-1) Freedom」を打
ち上げる計画を進めています。これは、従来の核動力に比べはるかに多くの電力を供給
でき、宇宙船の移動時間を大幅に短縮する核電気推進（NEP）や月面電力システムに貢
献すると期待されます。



背景・業界文脈

宇宙核動力の歴史は、初期の科学ミッションから始まり、アポロ計画の月面実験装置へ
の電力供給、パイオニア、ボイジャー、ガリレオ、カッシーニといった深宇宙探査機、
そして火星探査車PerseveranceやCuriosityまで、数多くの成功を支えてきました。これ
らのミッションは、RTGが極めて信頼性の高い電力源であることを実証してきました。
しかし、冷戦終結後、プルトニウム生産は縮小され、その供給は限られたものとなりま
した。現在の宇宙探査の新たなフロンティア、特に月面および火星における人類の持続
的なプレゼンスの確立を目指すアルテミス計画のような取り組みは、より堅牢で大量の
電力を供給できる宇宙核動力システムへの新たな需要を生み出しています。これによ
り、DOEはプルトニウム生産を再強化し、次世代の宇宙核技術開発への道を開いていま
す。

今後の展望

宇宙核動力は、将来の宇宙探査の可能性を根本的に変える技術です。RTGの継続的な利
用と、より高出力な宇宙核反応炉の開発は、人類がこれまで到達できなかった遠隔地へ
のミッション、長期にわたる深宇宙旅行、そして月面や火星での持続可能な基地運用を
可能にします。NASAの「SR-1 Freedom」のような核動力宇宙船は、火星への移動時間
を数ヶ月短縮し、科学的なペイロードや有人ミッションの選択肢を広げます。また、月
面核電力システムは、月夜の長時間にわたる低温・暗闇の環境下でも安定したエネルギ
ーを供給し、月面資源利用（ISRU）や科学観測の可能性を飛躍的に高めます。この技術
の進展は、宇宙産業全体の発展に寄与し、人類の宇宙へのフロンティア拡大を加速させ
るでしょう。

元記事: https://www.energy.gov/articles/history-nuclear-power-space

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.energy.gov/articles/history-nuclear-power-space


#19 Solidion Technology、グラフェン採用の極限環境バ
ッテリー「Gen-ECB」を発表：軌道上AIデータセンター、
月面、深宇宙へ対応

概要

ダラスに拠点を置くSolidion Technologyは、軌道上のAIデータセンター、月面インフ

ラ、有人宇宙船、深宇宙探査向けに設計された「Generation Extreme-Climate Battery

(Gen-ECB)」プラットフォームを発表しました。この革新的なバッテリーは、グラフェ
ンの高い熱伝導率と耐放射線性を活用し、-80°Cから+60°Cの極端な温度範囲で信頼性

の高い電力供給を可能にします。SolidionのCEOは、宇宙の過酷な条件に対応するこの
技術が、SpaceXのIPOやNASAのアルテミス計画など、拡大する商業宇宙活動を支援す
る上で不可欠であると強調しています。

公開日 2026年06月04日  Dallas Innovates  アメリカ



詳細

主要成果

ダラスに拠点を置くSolidion Technologyは、軌道上のAIデータセンター、月面インフ
ラ、有人宇宙船、そして深宇宙探査といった極限の宇宙環境向けに特別に設計された
「Generation Extreme-Climate Battery (Gen-ECB)」プラットフォームを発表しました。
この画期的なバッテリー技術は、グラフェンの優れた熱伝導率と固有の耐放射線性を活
用することで、摂氏-80°Cから+60°Cという極端な温度範囲において、類を見ない信頼性
と安定性で電力を供給することを可能にします。

技術・臨床詳細

Gen-ECBバッテリープラットフォームの核心は、グラフェンを主要材料として採用して
いる点にあります。グラフェンは、世界で最も熱伝導率が高い材料の一つであり、この
特性が宇宙空間における厳しい熱サイクル管理に貢献します。さらに、グラフェンは優
れた耐放射線性を持ち、太陽フレアや宇宙線による電離放射線からバッテリーセルを保
護し、長期ミッションにおける信頼性と寿命を大幅に向上させます。このバッテリー
は、構成可能なリチウムイオンバッテリーパックを備え、最大437Wの連続電力供給を
目指すEnduroSatのCubeSat EPS（電気電力システム）と同様に、過電圧、低電圧、過電
流に対する包括的な保護機能と、受動的および能動的な熱管理機能を統合しています。
これにより、バッテリーの健全性を維持し、要求される長期間のミッション寿命を達成
できます。

背景・業界文脈

宇宙産業は、地球低軌道（LEO）でのメガコンステレーション、月面基地建設、深宇宙
探査といった野心的なミッションの増加により、急速な拡大期を迎えています。これら
のミッションは、従来の宇宙技術では対応できない新たな課題、特に極限環境下での長
期にわたる電力供給と、高エネルギー放射線環境における電子機器の信頼性という課題
を提示しています。Solidion TechnologyのGen-ECBは、これらの課題に対する直接的な
解決策を提供し、SpaceXのIPOやNASAのアルテミス計画のような大規模な商業的・政
府的取り組みを技術的に支えるものです。現在の軌道上データセンターも、十分な電力
供給、熱管理、放射線耐性といった課題に直面しており、Gen-ECBのような技術はこれ
らのボトルネックを解消する鍵となります。



今後の展望

Solidion TechnologyのGen-ECBバッテリーは、宇宙産業の未来に大きな影響を与える可
能性を秘めています。信頼性の高い極限環境バッテリーは、軌道上でのAIデータセンタ
ーの実現を加速させ、宇宙船の自律性を高め、月面や火星での有人ミッションをより安
全で持続可能なものにします。特に、電力消費の大きいAIワークロードを宇宙で実行す
るためには、安定した電力供給と効果的な熱管理が不可欠です。この技術は、宇宙のフ
ロンティアをさらに押し広げ、新たな科学的発見と商業的機会を生み出す基盤となるで
しょう。Solidionは航空宇宙パートナーと積極的に協力し、次世代の宇宙船やインフラ
へのGen-ECBの統合を進めることで、この革新を加速させると予想されます。

元記事: https://dallasinnovates.com/dallas-based-solidion-unveils-battery-tech-for-orbiting-ai-data-

centers-the-moon-and-space/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://dallasinnovates.com/dallas-based-solidion-unveils-battery-tech-for-orbiting-ai-data-centers-the-moon-and-space/
https://dallasinnovates.com/dallas-based-solidion-unveils-battery-tech-for-orbiting-ai-data-centers-the-moon-and-space/


#20 GlobalFoundriesとBAE Systemsが協力し、放射線耐
性「RHBD」チップでアルテミスIIなど深宇宙ミッション
の電子機器信頼性を確保

概要

GlobalFoundriesとBAE Systemsは、深宇宙探査の過酷な放射線環境に耐えうる、放射

線耐性設計（RHBD）半導体ソリューションの開発で協力しています。この技術は、ア
ルテミスIIミッションを含む将来の有人および無人深宇宙ミッションにおいて、電子機
器の信頼性を確保するために不可欠です。両社のプラットフォームは、高性能、安全

性、低消費電力、堅牢な信頼性を備えた宇宙用途向けソリューションを提供し、放射
線に強く設計された（RHBD）技術に加え、放射線に強く処理された（RHBP）技術も
開発しています。この取り組みは、半導体製造が直面する宇宙環境の課題に対応し、

宇宙探査の可能性を拡大します。

公開日 2026年06月04日  Design And Reuse (via GlobalFoundries)  アメリカ



詳細

主要成果

GlobalFoundriesとBAE Systemsは、深宇宙探査における極限の放射線環境に耐えうる、
高性能かつ高信頼性の放射線耐性設計（RHBD: Radiation Hardened By Design）半導体
ソリューションの開発において戦略的な協力関係を築いています。この連携により、両
社はアルテミスII月周回ミッションのような現在の重要なプロジェクトから、将来の月
面・火星探査ミッションに至るまで、電子機器が継続的な放射線曝露下でも確実に機能
することを保証する技術を提供しています。これは、宇宙での電子機器の「回復力、予
測可能性、信頼性」を根本から強化するものです。

技術・臨床詳細

GlobalFoundriesは、放射線に強く設計された（RHBD）技術ポートフォリオに加え、ド
ーピング注入や基板材料の最適化を通じて放射線耐性をさらに強化する、放射線に強く
処理された（RHBP: Radiation Hardened By Process）技術も開発しています。RHBDア
プローチは、チップ設計段階で放射線効果に対する耐性を組み込むことで、エラー訂正
コード、冗長性、三重複合論理（TMR）などの手法を用いて、放射線イベントによる一
時的な誤動作（ソフトエラー）や永続的な損傷（ハードエラー）のリスクを低減しま
す。一方、RHBPは、半導体製造プロセス自体を最適化し、放射線に起因する材料の劣
化や特性変化を抑制します。BAE Systemsの宇宙グレードの電子システム開発の専門知
識とGFの半導体製造技術が統合されることで、高性能で安全、低消費電力、堅牢な信頼
性を備えた宇宙用途向けソリューションが提供されます。

背景・業界文脈

深宇宙環境は、地球の磁気圏による保護がないため、太陽プロトンイベント、銀河宇宙
線、ヴァン・アレン帯の放射線など、高エネルギーの電離放射線が常に存在する極めて
過酷な環境です。これらの放射線は、半導体デバイスに単一イベント効果（SEE）や総
電離線量（TID）損傷を引き起こし、機能不全や故障の原因となります。アルテミス計
画のような有人ミッションでは、宇宙飛行士の安全だけでなく、ミッションクリティカ
ルな電子システムが常に正確に動作することが絶対条件です。そのため、従来の市販
（COTS）部品では不十分であり、専門的な放射線耐性チップの需要が急速に高まって
います。この課題は、軌道上データセンターや自律型宇宙船向けコンピューターチップ
の開発においても共通しており、AMDやAitech Systems、VORAGO Technologiesといっ
た企業も同様のソリューション開発に注力しています。



今後の展望

GlobalFoundriesとBAE Systemsの協力は、将来の深宇宙探査の実現可能性を大きく広げ
るでしょう。放射線耐性チップの進歩は、より複雑で長期間にわたるミッションの設計
を可能にし、月面基地や火星への有人ミッションにおける電子機器の信頼性を根本的に
向上させます。これにより、宇宙飛行士の安全性が高まるだけでなく、科学機器の運用
寿命が延び、より多くの科学的データを収集できるようになります。また、この技術
は、宇宙空間でのエッジコンピューティングやAIの応用を促進し、自律型宇宙船の進化
に貢献します。究極的には、この取り組みは、人類が宇宙のフロンティアを安全かつ効
果的に拡大するための技術的基盤を強化するものと期待されます。

元記事: https://www.design-reuse.com/blog/56344-from-artemis-ii-to-deep-space-why-space-grade-

chips-must-be-built-for-the-harshest-conditions-/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.design-reuse.com/blog/56344-from-artemis-ii-to-deep-space-why-space-grade-chips-must-be-built-for-the-harshest-conditions-/
https://www.design-reuse.com/blog/56344-from-artemis-ii-to-deep-space-why-space-grade-chips-must-be-built-for-the-harshest-conditions-/


#21 軌道上データセンターが加速：SpaceXのAI1衛星、
AWS、Azure、Googleが宇宙AIトレーニングとクラウド
接続を牽引

概要

企業各社は、軌道上データセンターと宇宙データインフラの第一世代を積極的に開

発・展開しています。特にSpaceXは、交換可能なチップペイロードを持つ軌道上AIデ
ータセンター「AI1衛星」の詳細設計を公開し、平均120kW、ピーク150kWの計算ペイ
ロードを持つと発表しました。FCCには100万基のデータセンター衛星コンステレーシ

ョンの承認を申請済みです。AWS Ground Stationは「衛星アズアサービス」インフラ
を、Microsoft Azure Orbitalは衛星へのクラウド接続を、GoogleのProject Suncatcher

は2027年までに軌道上AIトレーニングの実現可能性検証を目指しており、業界は実験

段階から商業規模の展開へと移行しています。

公開日 2026年06月09日  Tom's Hardware  アメリカ



詳細

主要成果

複数の主要企業が、軌道上データセンターと宇宙データインフラの第一世代を積極的に
開発・展開しており、宇宙における計算能力のパラダイムシフトを牽引しています。
SpaceXは、その野心的な軌道上AIデータセンターである「AI1衛星」の詳細設計を公開
し、交換可能なチップペイロードを備え、平均120kW、ピーク150kWという強力な計算
ペイロードを持つことを明らかにしました。同社は既にFCCに100万基のデータセンタ
ー衛星コンステレーションの承認を申請しており、これにより業界は実験段階から商業
規模の展開へと移行しつつあります。AWS、Microsoft、Googleも、それぞれ独自の宇
宙データサービスを展開し、宇宙におけるAIトレーニングやクラウド接続の実現を目指
しています。

技術・臨床詳細

SpaceXのAI1衛星は、地球の電力網から独立してAIワークロードを実行するように設計
された軌道上航空機であり、展開時の翼幅はボーイング747-8を上回る70メートルに達
します。この大規模な展開は、軌道上での計算処理能力を劇的に向上させることを意図
しています。軌道上データセンターの実現には、以下のような技術的課題の克服が不可
欠です。まず、十分な電力供給源の確保、そして極端な真空と熱サイクル、そして内部
の計算熱を効率的に外部へ放散するための高度な熱管理システムが必要です。さらに、
宇宙放射線環境下での長期信頼性を確保するためには、放射線耐性のある半導体設計と
冗長性が必要です。AMDやAitech Systemsのような企業は、熱除去や放射線軽減、生産
規模の宇宙グレードコンピューティングのためのソリューションを開発しており、
VORAGO Technologiesは放射線耐性マイクロコントローラーを導入しています。NECも
AMD技術を用いて初の光通信衛星コンステレーションを構築しています。Googleの
Project Suncatcherは、2027年までにテスト衛星を打ち上げ、軌道上でのAIトレーニン
グの実現可能性を検証する計画です。



背景・業界文脈

地球上のデータセンターは、電力消費、冷却インフラ、そして物理的なセキュリティの
面で限界に直面しています。軌道上データセンターは、これらの課題に対する潜在的な
解決策を提供します。宇宙空間の真空と低温は、効率的な熱管理の機会を提供する一方
で、放射線は新たな電子部品設計の課題を生み出します。急速に成長するAIとビッグデ
ータ分析の需要は、計算資源をデータ源（衛星）に近い場所に配置することの価値を高
めています。主要なクラウドプロバイダーであるAWS Ground Station、Microsoft Azure

Orbitalは、既に衛星とのクラウド接続サービスを提供しており、宇宙と地上のデータエ
コシステムの統合を進めています。この動きは、宇宙経済がデータ駆動型経済の新たな
フロンティアとして位置づけられていることを示しています。

今後の展望

軌道上データセンターの商業規模での展開は、宇宙産業だけでなく、地球上のAI、デー
タ分析、通信といった分野にも革命的な影響を与えるでしょう。SpaceXのAI1衛星のよ
うなプラットフォームが実現すれば、地球上での高電力消費を伴うAIトレーニングの一
部を宇宙に移管し、持続可能性と効率性を向上させることが可能です。これにより、地
球観測データのリアルタイム処理、宇宙からのより高度な監視と分析、そして宇宙船自
体の自律性の向上など、新たなサービスが生まれるでしょう。しかし、宇宙デブリ問題
の増加、サイバーセキュリティの確保、そして国際的な規制枠組みの確立が、今後の大
規模展開に向けた重要な課題となります。これらの課題が解決されれば、軌道上データ
センターは、人類のデータ処理能力と宇宙利用の可能性を飛躍的に拡大する主要なイン
フラとなるでしょう。

元記事: https://www.tomshardware.com/tech-industry/spacex-details-its-ai1-compute-satellite

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.tomshardware.com/tech-industry/spacex-details-its-ai1-compute-satellite


#22 EnduroSat、CubeSat向けに最大437W供給可能なモ
ジュール式電力システム「EPS-I」を発表しミッション寿
命を最大化

概要

ブルガリアの宇宙技術企業EnduroSatは、6Uから16UのCubeSatミッションに対応す

る、モジュール式の電気電力システム（EPS）「EPS-I」を発表しました。このシステ
ムは、構成可能なLi-Ionバッテリーパックを特徴とし、最大437Wの連続電力を供給可
能です。EPS-Iは、過電圧、低電圧、過電流に対する包括的な保護機能と、受動的およ

び能動的な熱管理機能を統合しており、バッテリーの健全性を維持し、5年間のバッテ
リー寿命を目標としています。この堅牢なシステムは、複雑なペイロードを持つナノ
サテライトミッションの成功に不可欠な電力ソリューションを提供します。

公開日 2026年06月04日  satsearch  ブルガリア



詳細

主要成果

ブルガリアの先進的な宇宙技術企業EnduroSatは、6Uから16UのCubeSatミッション向け
に設計された、革新的なモジュール式電気電力システム（EPS）「EPS-I」を発表しまし
た。このEPS-Iは、構成可能なリチウムイオンバッテリーパックを搭載し、最大437Wの
連続電力を供給する能力を持ちます。本システムの発表は、小型衛星ミッションにおけ
る電力供給の信頼性と柔軟性を大幅に向上させ、より要求の厳しいミッションの実現を
可能にするものです。

技術・臨床詳細

EPS-Iは、そのモジュール設計により、ミッション固有の電力要件に合わせてバッテリ
ー容量と太陽光入力の構成を柔軟に変更できます。システムは、リチウムイオンバッテ
リーパック、柔軟な太陽光入力インターフェース、そして統合された充放電制御ユニッ
トから構成されています。特に重要なのは、過電圧、低電圧、過電流に対する包括的な
保護機能が組み込まれている点です。これにより、バッテリーの過充電や過放電を防
ぎ、宇宙空間の厳しい環境下での安全な運用を保証します。また、受動的および能動的
な熱管理機能も統合されており、バッテリーの最適な動作温度を維持し、その健全性と
5年間の設計寿命を確保します。このシステムは、複数のペイロードや高消費電力の機
器を搭載するナノサテライトミッションに最適化されています。

背景・業界文脈

近年、小型衛星（CubeSatやナノサテライト）は、その低コストと迅速な開発サイクル
により、地球観測、通信、技術実証など多岐にわたる宇宙ミッションで利用が拡大して
います。しかし、小型化が進む一方で、搭載されるペイロードの高度化に伴い、電力供
給に対する要求も増大しています。従来のEPSは、汎用性や拡張性に課題がありました
が、EnduroSatのEPS-Iのようなモジュール式で高出力なシステムは、このギャップを埋
めるものです。このような技術は、宇宙ベンチャー企業が新たな商業機会を追求し、よ
り複雑でデータ集約的なミッションを実行するための基盤を提供します。また、宇宙で
の電力供給は、Solidion Technologyの極限環境バッテリーや、NASAの高性能宇宙飛行
コンピューティングチップ開発と同様に、宇宙産業全体の成長の鍵を握る分野です。



今後の展望

EnduroSatのEPS-Iは、CubeSat市場において大きな競争力を持つと期待されます。その
高い電力供給能力と堅牢な保護機能、そしてモジュール設計は、より野心的な小型衛星
ミッションの実現を可能にするでしょう。これにより、研究機関、大学、商業企業は、
より少ないコストとリスクで宇宙実験やサービスを展開できるようになります。EPS-I
の成功は、小型衛星市場のさらなる拡大を促進し、将来的には、月面や火星のローバ
ー、小型探査機などの深宇宙ミッションにおける電力ソリューションとしても応用され
る可能性があります。EnduroSatの技術は、宇宙へのアクセスを民主化し、イノベーシ
ョンを加速させる上で重要な役割を果たすでしょう。

元記事: https://satsearch.co/products/endurosat-eps-i-electrical-power-system

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://satsearch.co/products/endurosat-eps-i-electrical-power-system


#23 NASA、2028年火星への核動力宇宙船「SR-1
Freedom」打ち上げ計画を発表：深宇宙探査を加速する統
合技術

概要

NASAは、2028年後半の打ち上げを目指し、火星への核動力宇宙船「Space Reactor 1

(SR-1) Freedom」ミッションを計画していることを発表しました。この計画は、米国
エネルギー省の研究用原子炉と、月面宇宙ステーション用に開発された宇宙船バスと
いう、これまで別々に開発されてきた2つのプログラムを統合することで異例の速さで

実現されます。SR-1 Freedomは、60年以上ぶりに米国が原子炉を宇宙に打ち上げるも
ので、火星への移動時間を大幅に短縮する核電気推進（NEP）技術を実証し、将来の
月面電力システムや深宇宙探査への道を開く先駆的な設計となることが期待されてい

ます。

公開日 2026年06月09日  Space Daily  アメリカ



詳細

主要成果

NASAは、2028年後半の打ち上げを目標として、火星への核動力宇宙船「Space Reactor

1 (SR-1) Freedom」ミッションを計画していることを発表しました。この革新的なプロ
ジェクトは、米国エネルギー省が研究用に開発した原子炉と、月面宇宙ステーション計
画のために設計された既存の宇宙船バスという、これまで別々に進められてきた2つの
主要プログラムを戦略的に統合することで、異例の速さで実現されようとしています。
SR-1 Freedomは、米国が60年以上ぶりに原子炉を宇宙空間に打ち上げる画期的なミッ
ションであり、火星への移動時間を大幅に短縮する核電気推進（NEP）技術を実証し、
将来の月面電力システムと深宇宙探査への道を開く先駆的な設計となることが期待され
ています。

技術・臨床詳細

SR-1 Freedomミッションの核となるのは、高度な核分裂反応炉と核電気推進（NEP）シ
ステムの統合です。この反応炉は、大量の電力を生成し、それを電気推進スラスタに供
給することで、従来の化学推進システムと比較してはるかに高い効率で宇宙船を加速さ
せます。NEPは、火星への移動時間を数ヶ月間短縮できる可能性を秘めており、これは
宇宙飛行士の放射線被ばく量の低減や、ミッション中の物資消費の最適化に直結しま
す。宇宙船バスは、月面宇宙ステーション用に開発された堅牢な設計を流用すること
で、開発期間とコストを大幅に削減しています。この統合アプローチは、異なるプログ
ラムの既存技術を組み合わせることで、複雑な深宇宙ミッションを迅速に実現する新し
いモデルを示しています。核反応炉はより多くの電力を供給できるため、太陽光が弱い
遠隔地でのミッションや、将来の月面・火星基地への信頼性の高い電力供給を可能にし
ます。



背景・業界文脈

宇宙核動力の歴史は長く、1961年のTransit 4A衛星に搭載されたRTG（Radioisotope

Thermoelectric Generator）から始まりますが、原子炉を宇宙に打ち上げることは、冷戦
時代以来、その安全性とコストから慎重に行われてきました。しかし、月面・火星への
有人ミッションの野心的な目標と、深宇宙探査における電力需要の増大は、新たな宇宙
核動力技術の開発を不可欠なものとしています。米国政府は、NASAが商業プロバイダ
ーと提携し、国の月面から火星への目標に不可欠な宇宙核技術の開発を進めるための枠
組みを確立する法案も検討しています。SR-1 Freedomミッションは、これらの国家戦
略と技術的要請に応えるものであり、米国の宇宙における優位性を再確立する上での重
要なステップと位置づけられています。

今後の展望

SR-1 Freedomミッションの成功は、人類の深宇宙探査のあり方を根本的に変える可能
性を秘めています。火星への移動時間の短縮は、ミッションの効率性を高めるだけでな
く、より頻繁な探査機会を生み出し、科学的発見のペースを加速させるでしょう。ま
た、この技術は、月面での持続可能な電力供給の基盤を築き、月面基地の長期的な運用
を可能にします。将来的には、NEP技術はさらに遠い太陽系外縁へのミッションや、有
人火星探査の実現に向けた重要な要素となるでしょう。今回の統合アプローチは、今後
の宇宙開発プロジェクトにおけるリソースの最適化と迅速な実行に向けた新たな指針を
提供し、宇宙産業全体の技術革新を刺激することが期待されます。

元記事: https://spacedaily.com/sd-nasas-plan-to-put-a-nuclear-reactor-on-a-mars-bound-spacecraft-

by-2028-sounds-impossible-until-you-realize-the-agency-is-quietly-stitching-together-two-programs-

that-were-never-supposed-to-meet/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://spacedaily.com/sd-nasas-plan-to-put-a-nuclear-reactor-on-a-mars-bound-spacecraft-by-2028-sounds-impossible-until-you-realize-the-agency-is-quietly-stitching-together-two-programs-that-were-never-supposed-to-meet/
https://spacedaily.com/sd-nasas-plan-to-put-a-nuclear-reactor-on-a-mars-bound-spacecraft-by-2028-sounds-impossible-until-you-realize-the-agency-is-quietly-stitching-together-two-programs-that-were-never-supposed-to-meet/
https://spacedaily.com/sd-nasas-plan-to-put-a-nuclear-reactor-on-a-mars-bound-spacecraft-by-2028-sounds-impossible-until-you-realize-the-agency-is-quietly-stitching-together-two-programs-that-were-never-supposed-to-meet/


#24 SpaceX、ファルコン9ブースター35回目の着陸成功で
再利用記録を更新、スターリンクコンステレーションを拡
大

概要

SpaceXは、Falcon 9ロケットの第一段ブースターを35回目の打ち上げ・着陸に成功さ

せ、再利用記録を更新しました。この歴史的なミッションでは、新たに29基のStarlink

衛星が低地球軌道に投入され、Starlinkメガコンステレーションは10,580基以上の活動
中の衛星に拡大しました。Falcon 9のこの再利用の成果は、NASAのスペースシャトル

オービターの39回という再利用記録に迫るものであり、宇宙へのキログラムあたりの
コストを劇的に削減し、約1.75兆ドルと評価されるSpaceXのIPOの核心をなしていま
す。この成功は、再利用可能なロケット技術が宇宙経済を再構築していることを明確

に示しています。

公開日 2026年06月08日  Space.com  アメリカ



詳細

主要成果

SpaceXは、同社の主力ロケットであるFalcon 9の第一段ブースターを35回目の打ち上
げ・着陸に成功させ、ロケット再利用における世界記録を更新しました。この画期的な
ミッションでは、29基のStarlink衛星が低地球軌道（LEO）に投入され、SpaceXが提供
するグローバルブロードバンドインターネットサービスであるStarlinkメガコンステレー
ションは、10,580基以上の活動中の衛星にまで拡大しました。この成果は、ロケットの
再利用性によって宇宙輸送の経済性を根本的に変革するSpaceXのビジョンを明確に裏付
けるものです。

技術・臨床詳細

Falcon 9の第一段ブースターの35回という再利用は、ロケットエンジニアリングと運用
における驚異的な進歩を象徴しています。各ミッション後、ブースターは自律的に地球
へと帰還し、正確に垂直着陸します。このプロセスは、逆推進燃焼、グリッドフィンに
よる姿勢制御、着陸脚の展開といった複雑な一連の操作によって実現されます。再利用
によって、打ち上げごとに新しいロケットを製造する必要がなくなり、製造コストと時
間を大幅に削減できます。これにより、宇宙へのキログラムあたりのペイロード投入コ
ストが劇的に低下し、以前は手の届かなかった宇宙ミッションが商業的に実現可能にな
りました。Starlink衛星は、低遅延と広帯域インターネット接続を提供するために設計さ
れており、地球上のどこからでもアクセス可能なネットワークを構築しています。これ
により、ブロードバンドサービスが不足している地域にインターネットを提供し、デジ
タルデバイドの解消に貢献しています。

背景・業界文脈

SpaceXの再利用可能ロケット技術は、過去10年間で宇宙経済を劇的に再構築してきま
した。Falcon 9は2025年には世界の商業軌道打ち上げの約90%を占めるまでに成長し、
最も多く飛行したブースターは34回のミッションを完了しました。NASAのスペースシ
ャトルオービターが樹立した39回という再利用記録に迫るこの実績は、宇宙輸送の歴史
における重要なマイルストーンです。同社の次世代の完全再利用型超大型打ち上げシス
テムであるStarshipは、NASAのアルテミス計画における月着陸機に選定されており、将
来の深宇宙探査における主要な輸送手段となることが期待されています。この再利用可
能性は、約1.75兆ドルと評価されるSpaceXの潜在的なIPOの核心をなしており、投資家
や産業界がそのビジネスモデルを高く評価していることを示しています。



今後の展望

Falcon 9の再利用記録更新は、今後もSpaceXが宇宙輸送市場を支配し続けることを示唆
しています。Starlinkコンステレーションの継続的な拡大は、グローバルなインターネッ
ト接続性をさらに向上させ、遠隔地のコミュニティや船舶、航空機へのサービス提供を
強化するでしょう。将来的には、Starshipが本格的に運用を開始することで、人類の月
面・火星への移住計画が現実味を帯びてきます。再利用可能ロケット技術は、宇宙探査
のコストを削減し、頻度を向上させることで、科学研究、資源探査、宇宙旅行といった
新たなビジネス機会を創出します。SpaceXの成功は、商業宇宙部門が世界のインフラと
経済に不可欠な要素となりつつあることを明確に示しており、宇宙経済の発展において
重要な役割を果たすでしょう。

元記事: https://www.space.com/space-exploration/launches-spacecraft/spacex-starlink-10-35-b1067-

ccsfs-asog

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.space.com/space-exploration/launches-spacecraft/spacex-starlink-10-35-b1067-ccsfs-asog
https://www.space.com/space-exploration/launches-spacecraft/spacex-starlink-10-35-b1067-ccsfs-asog


#25 Stoke Space、完全再利用可能ロケット「Nova」の第
1段プロトタイプ資格試験を完了し、航空機のような運用
頻度へ

概要

Stoke Spaceは、同社の完全再利用可能ロケット「Nova」の第1段プロトタイプ資格試

験が完了したことを発表しました。この重要なマイルストーンは、Novaのハードウェ
ア、ソフトウェア、地上システム、および運用アプローチの成熟度を示すものです。
米国宇宙軍、DIU、NASA、米国科学財団などから資金提供を受けているStoke Space

は、航空機のような高頻度で運用可能な完全再利用型ロケットの開発を進めていま
す。この成果は、低コストでオンデマンドの宇宙輸送を実現し、宇宙産業のアクセス
性を劇的に向上させるための大きな一歩となります。

公開日 2026年06月08日  Stoke Space  アメリカ



詳細

主要成果

Stoke Spaceは、同社が開発中の完全再利用可能ロケット「Nova」の第1段プロトタイプ
資格試験が成功裏に完了したことを発表しました。この極めて重要なマイルストーン
は、Novaロケットのハードウェア設計、ソフトウェアシステム、地上支援システム、
および運用アプローチが、商業運用に向けて高い成熟度と信頼性を備えていることを明
確に示しています。この成果は、低コストでオンデマンドの宇宙輸送を実現するという
Stoke Spaceの目標達成に向けた大きな一歩となります。

技術・臨床詳細

Novaロケットの第1段プロトタイプ資格試験は、実際の飛行条件をシミュレートした地
上試験を広範に実施することで行われました。これには、推進システムの燃焼試験、構
造負荷試験、アビオニクスシステムの検証、そして打ち上げ・着陸シーケンスのソフト
ウェア統合テストなどが含まれます。特に、Stoke Spaceが目指す「航空機のような運
用頻度」を達成するためには、短期間での検査、整備、再飛行が可能な堅牢なシステム
設計が不可欠です。同社のロケットは、先進的な材料と製造技術、特にアディティブマ
ニュファクチャリング（積層造形）を多用することで、複雑な部品の製造を簡素化し、
コストを削減しています。完全再利用性は、SpaceXのFalcon 9が35回の打ち上げ・着陸
を成功させたように、宇宙輸送の経済性を根本的に変革する鍵となります。

背景・業界文脈

宇宙産業は、低コストで高頻度な宇宙へのアクセスが求められる時代へと急速に移行し
ています。これにより、衛星コンステレーションの展開、軌道上サービス、そして深宇
宙探査といった多様なミッションが経済的に実現可能となります。Stoke Spaceは、こ
のニーズに応えるため、従来の使い捨てロケットに代わる次世代の輸送ソリューション
を提供することを目指しています。同社は、米国宇宙軍、DIU（国防イノベーションユ
ニット）、NASA、米国科学財団といった政府機関から戦略的な資金提供を受けてお
り、その技術が国家安全保障と科学探査の両面で重要な価値を持つことが認識されてい
ます。この官民連携は、宇宙技術の加速的な発展を可能にするものです。



今後の展望

Novaの第1段プロトタイプ資格試験の完了は、Stoke Spaceが近いうちに軌道飛行試験を
開始することを示唆しています。完全再利用可能ロケット「Nova」の実現は、宇宙へ
のアクセスを劇的に低コスト化し、オンデマンドでの打ち上げを可能にすることで、宇
宙産業のビジネスモデル全体に革命をもたらす可能性を秘めています。これは、新しい
宇宙サービス企業の誕生を促し、既存の企業がより野心的な宇宙ミッションを計画でき
るようになるでしょう。Stoke Spaceの成功は、宇宙輸送の未来を形作り、人類の宇宙
利用のフロンティアをさらに拡大する上で、重要な役割を果たすことが期待されます。

元記事: https://www.stokespace.com/nova-stage-1-completes-proto-qualification-testing/

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.stokespace.com/nova-stage-1-completes-proto-qualification-testing/


#26 フロリダ大学、レーザー「折り紙」技術で月面建設革
新：現地資源から工具・建造物を3Dプリント

概要

フロリダ大学の研究者たちは、レーザー形成技術、通称「レーザー折り紙」を使って
月面で建造物を建設する革新的な方法を模索しています。このプロセスは、レーザー
によって材料を非接触で高精度に曲げるもので、月面土壌（レゴリス）をガラスやセ

ラミックに変え、建築材料として活用することを検討しています。この技術は、現地
資源利用（ISRU）の哲学に合致しており、宇宙飛行士が地球から重い物資を輸送する
ことなく、月面で工具、交換部品、さらには居住モジュールまで製造する可能性を広

げ、月面基地の自給自足と持続可能性を劇的に向上させます。

公開日 2026年06月10日  Universe Today  アメリカ



詳細

主要成果

フロリダ大学の研究者たちは、レーザー形成技術、通称「レーザー折り紙」と呼ばれる
革新的なアプローチを用いて、月面で建造物を建設する方法を積極的に模索していま
す。この技術は、レーザーの精密な制御によって材料を非接触で曲げることが可能であ
り、月面土壌（レゴリス）をガラスやセラミックのような建築材料に変換して利用する
という画期的なコンセプトを提示しています。このブレークスルーは、月面基地の自給
自足と持続可能性を劇的に向上させる可能性を秘めています。

技術・臨床詳細

レーザー形成技術は、特定の波長のレーザー光を材料表面に照射することで、材料を加
熱し、熱応力によって曲げるプロセスです。月面レゴリスは、主として二酸化ケイ素や
酸化アルミニウムなどのミネラルで構成されており、適切な温度と条件で加熱すること
で、ガラス状またはセラミック状の材料に焼結・溶融・変換することが可能です。この
「レーザー折り紙」技術は、レゴリスを基盤とした建築材料を、複雑な形状や構造を持
つ部品へと高精度に成形できることを目指しています。例えば、月面居住モジュールの
構造体、放射線遮蔽壁、着陸パッド、さらには修理用の工具や交換部品などを現地で3D
プリントする応用が考えられます。この技術は、地球からの物資輸送コストを削減し、
月面ミッションの持続可能性と柔軟性を飛躍的に高めるでしょう。

背景・業界文脈

NASAのアルテミス計画やその他の国際的な月面探査ミッションは、月面での長期的な
人類の存在を確立することを目標としています。この目標達成のためには、現地資源利
用（ISRU）技術が不可欠です。ISRUは、月面で利用可能な材料（レゴリス、水氷など）
を食料、酸素、燃料、そして建設資材に変換することで、地球からの供給に依存するコ
ストとリスクを最小限に抑える哲学です。現在の宇宙開発では、カナダ宇宙庁も月面
ISRU研究に200万ドルを助成するなど、各国がこの分野に注力しています。フロリダ大
学の研究は、ISRUの一環として、月面レゴリスを直接的な建築材料として活用する先進
的な方法論を提案しており、これは月面基地の自立性を高める上で極めて重要な技術と
なります。



今後の展望

レーザー「折り紙」技術による月面建設は、将来の月面基地の設計と運用に革命をもた
らす可能性を秘めています。月面で直接建造物を3Dプリントする能力は、地球からの重
い建材輸送の必要性をなくし、ミッションのコストと複雑さを大幅に削減します。これ
により、より大規模で恒久的な月面居住施設や研究拠点の建設が現実的になります。こ
の技術の進展は、宇宙飛行士の居住性、安全性を高め、長期滞在を可能にするだけでな
く、月面での科学的探査の範囲と効率も拡大します。また、この技術は火星への有人ミ
ッションにおける現地建設にも応用される可能性があり、人類が太陽系全体にその存在
を拡大するための重要なステップとなるでしょう。

元記事: https://www.universetoday.com/articles/building-in-space-with-laser-origami

収集日: 2026年06月12日 | 自動記事収集・翻訳システム (Gemini API使用)

https://www.universetoday.com/articles/building-in-space-with-laser-origami


#27 カナダ宇宙庁、月面資源利用（ISRU）研究に200万ド
ルを助成：月面基地の自給自足と核動力開発を推進

概要

カナダ宇宙庁（CSA）は、月面での人類の生存方法を検討するため、月面資源利用
（ISRU）に関する4つの新たな研究契約に総額200万ドルを授与しました。Canadian

Strategic Missions Corporation、SpaceDIRT、Volta Space Technologies Inc.などが選定

され、今後10ヶ月間、月面電力システムと資源管理について研究します。この取り組
みは、レゴリスから酸素や金属などの利用可能な材料を抽出し、月面基地のためのコ
ンパクトな原子炉技術の開発も視野に入れています。CSAの投資は、月面での持続可

能な人類のプレゼンスを確立するための国際的な取り組みを強化します。

公開日 2026年06月09日  SpaceQ  カナダ



詳細

主要成果

カナダ宇宙庁（CSA）は、月面での人類の生存と持続可能な活動を支援するため、月面
現地資源利用（ISRU: In-Situ Resource Utilization）に関する4つの新たな研究契約に総額
200万ドルを授与しました。この重要な投資は、月面レゴリスからの資源抽出技術の開
発と、月面基地向けの電力システム、特にコンパクトな原子炉技術の探求を加速させる
ことを目的としています。選定されたCanadian Strategic Missions Corporation、
SpaceDIRT、Volta Space Technologies Inc.などの企業は、今後10ヶ月間にわたり、月面
環境における資源管理と電力生成の課題に取り組みます。

技術・臨床詳細

ISRU研究の主要な焦点は、月面レゴリスから水、酸素、金属などの利用可能な材料を抽
出・加工する技術にあります。例えば、レゴリスを加熱して水氷を抽出し、電気分解に
よって酸素と水素（ロケット燃料として利用可能）を生成するシステムが研究されてい
ます。また、レゴリス中の金属成分を還元して建設資材や部品製造に利用する技術も含
まれます。電力システムに関しては、月面夜間（地球時間で約14日間）の長時間にわた
る低温・暗闇に対応できる信頼性の高いエネルギー源が不可欠であり、コンパクトな核
分裂炉の開発が重要な課題です。カナダの研究チームは、これらの資源利用と電力生成
の効率性、スケーラビリティ、そして信頼性を月面環境で実証することを目指していま
す。

背景・業界文脈

NASAのアルテミス計画など、世界的に月面への関心が高まる中で、月面での持続的な
人類の存在を確立するためには、地球からの物資輸送に完全に依存する「地球依存モデ
ル」から脱却し、現地資源を活用する「自給自足モデル」への移行が不可欠です。ISRU

技術は、輸送コストを劇的に削減し、ミッションの独立性と柔軟性を高める鍵となりま
す。また、月面での安定した電力供給は、科学観測、実験、通信、生命維持システムに
とって不可欠であり、核動力は太陽光が利用できない月夜における最有力候補です。カ
ナダ政府は、自国の宇宙産業を育成し、国際的な月面探査の取り組みにおいて重要な役
割を果たすことを目指しており、今回の助成は、その戦略的なコミットメントを示すも
のです。



今後の展望

CSAによる200万ドルのISRU研究助成は、カナダが月面資源利用技術のフロンティアに
おける主要プレイヤーとなるための重要な一歩です。これらの研究が成功すれば、月面
基地の建設、維持、および長期的な運用がより実現可能になります。特に、コンパクト
な原子炉技術の開発は、月面での電力供給に革命をもたらし、極地の水氷抽出や、将来
の有人火星ミッションのための燃料生産に不可欠な基盤を提供するでしょう。この投資
は、カナダの宇宙産業の技術革新を刺激し、国内のスタートアップや企業が国際的な宇
宙サプライチェーンに貢献する機会を創出することが期待されます。最終的には、人類
の月面への持続的な帰還と、宇宙へのフロンティア拡大を加速させる上で、決定的な役
割を果たすでしょう。
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